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序序序序                    文文文文 

 

日本はカンボジア王国政府の要請を受けて、1999 年に結核検査分野の個別専門家派遣から結核

対策支援を開始し、無償資金協力を活用した国立結核センター（CENAT）の施設改修（2000 年）

によるインフラ整備、抗結核薬の調達（2003 年～2005 年）によるサービス提供など、カンボジ

ア王国の結核対策初期の脆弱な期間を支えてきました。これらの支援によって整備された基盤と

ともに、2 フェーズにわたる技術協力プロジェクトを実施し、CENAT の能力強化とカンボジア王

国の国家結核対策プログラム（NTP）全般を図ってきました。 

結核対策プロジェクトフェーズ１では、全国のヘルスセンターへの直接監視下における短期化

学療法（DOTS）の導入をめざし、2004 年までに全国普及が完了し、また、2002 年には同プロジェ

クトにおいて WHO 等と連携してカンボジア王国で初めての全国有病率調査を成功裏に実施し、

国際的評価を得られました。 

結核対策プロジェクトフェーズ 2 では、培養も含め結核（TB）/ヒト免疫不全ウィルス（HIV）、

官民連携（PPM）、小児結核対策など、フェーズ１では行われていなかった分野での技術支援を

積極的に行いました。これらは、フェーズ１の支援により築かれた DOTS の全国展開をもとに、

さらにステップアップするために必要な要素でした。この結果、カンボジア王国の結核対策に必

要なさまざまな分野において、適切な時期にプロジェクトが土台づくりを行うこととなり、大き

な成果・インパクトにつながりました。 

同国政府が 10 年ぶりに全国結核有病率調査を実施するに際し、全国の結核に関する正確な実

態を把握するのを支援するとともに、これまでの日本の協力による改善成果を確認することを目

的に、「全国結核有病率調査を中心とした結核対策能力強化プロジェクト」が要請され、協力を

開始しました。 

本報告書は、プロジェクト開始以来これまでの約 2 年半にわたる協力の投入・成果を確認し、

プロジェクトの終了に向けての提言、及び類似の協力に活用可能な教訓を導き出すことを目的に

実施された終了時評価調査について取りまとめたものです。 

最後に、本調査にあたり、ご協力頂きました内外の関係者の方々に対し、心から感謝の意を表

します。 

 

平成 25 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長    萱島萱島萱島萱島    信子信子信子信子 

 



 

 

目目目目                    次次次次 

 

序 文 

地 図 

写 真 

略語表 

終了時評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査の概要 ··········································································· 1 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 ······································································ 1 

１－２ 調査団の構成 ···················································································· 2 

１－３ 調査日程 ·························································································· 2 

１－４ プロジェクトの概要············································································ 3 

 

第２章 終了時評価の方法 ················································································· 6 

２－１ 評価手法 ·························································································· 6 

２－２ 評価 5 項目 ······················································································· 7 

 

第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス ·························································· 8 

３－１ 投入実績 ·························································································· 8 

３－２ プロジェクトの実績············································································ 9 

３－３ 実施プロセスの検証··········································································· 18 

 

第４章 評価結果 ···························································································· 19 

４－１ 妥当性 ···························································································· 19 

４－２ 有効性 ···························································································· 20 

４－３ 効率性 ···························································································· 20 

４－４ インパクト ······················································································ 21 

４－５ 持続性 ···························································································· 22 

４－６ 結 論 ···························································································· 23 

 

第５章 提言と教訓 ························································································· 24 

５－１ 提 言 ···························································································· 24 

５－２ 教 訓 ···························································································· 24 

 

第６章 団員所感及び評価総括 ·········································································· 25 

６－１ 結核対策団員所感 ············································································· 25 

６－２ 団長総括 ························································································· 26 

 

付属資料 

１．主要面談者 ···························································································· 29 



 

 

２．ミニッツ ······························································································· 31 

３．PDM ···································································································· 82 

４．評価グリッド ························································································· 85 

５．投入リスト（国内研修）··········································································· 88 

６．投入リスト（携行機材）··········································································· 94 

７．インタビュー記録 ··················································································· 98 

 



 



写写写写                    真真真真 

 

 

国立結核センター 

 

 

バッタンバン州病院 

 

バッタンバン検査室 

 

 

コンポントム州病院放射線ユニット 

 

合同調整委員会（団長、保健省次官及び 

合同評価団員） 

 

 

ミニッツ署名 

 

 



 

 

略略略略    語語語語    表表表表 

 

 略語 正式名称 和訳・説明 

B BCG Bacille Calmette-Guerin vaccination BCG ワクチン 

C C/P Counterpart カウンターパート 

 CENAT National Center for Tuberculosis and 

Leprosy Control 

（仏語：Centre Nationale Anti-Tuberculose） 

国立結核センター 

 CMDG Cambodia Millennium Development Goals カンボジアミレニアム開発目標 

 CXR Chest X-ray 胸部 X 線（検査） 

D DH District Hospital 郡病院 

 DOTS Directly Observed Treatment, Short course 直接監視下における短期化学療法 

 DST Drug Susceptibility Testing 薬剤感受性試験 

E EQA External Quality Assessment 外部精度評価 

F FHI Family Health International アメリカの NGO 

 FM Fluorescent Microscopy 蛍光顕微鏡検査 

G GF Global Fund for HIV/AIDS, TB and 

Immunization 

世界エイズ・結核・マラリア対策基

金 

H HC Health Center ヘルスセンター 

 HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス 

 HSS Health System Strengthening 保健医療体制の強化 

 HSSP Health Sector Strategic Plan 保健戦略計画 

I INH Isoniazid イソニアジド（抗結核薬） 

 ISTC International Standard for TB Care 結核対策のための国際標準 

J JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

L LED Light Emitting Diode 発光ダイオード 

 LJ Lowenstein Jensen LJ 培地（固形培地） 

M MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

 MDR 

TB 

Multi Drug Resistant Tuberculosis 多剤耐性結核 

 MGIT Mycobacteria Growth Indicator Tube MGIT 法（液体培地） 

 MoH Ministry of Health 保健省 

 MOTT Mycobacterium Other Than Tuberculosis 非結核性抗酸菌 

 MSF Médecins Sans Frontières 国境なき医師団（仏系国際 NGO） 

 MTB Mycobacterium Tuberculosis 結核菌 

N NTP National Tuberculosis Control Program 国家結核対策プログラム 

O OD Operational Health District 保健行政区 

 OJT On-the-Job Training 現場研修（実地研修） 

  



 

 

 OR Operational Research さまざまな計画に際して最も効率

的になるよう決定する科学的技法 

P PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

 PHD Provincial Health Department 県衛生部 

 PMDT Programmatic management of 

drug-resistant TB 

多剤耐性結核治療（プログラム） 

 PO Plan of Operation 活動計画 

 PPM Private-Public Mix 官民連携 

 PRWS Peer Review Workshop 相互啓発型活動 

Q QA Quality Assurance 精度管理 

R RFP Rifampicin リファンピシン（抗結核薬） 

 RH Referral Hospital 二次病院 

 RIT The Research Institute of 

Tuberculosis/Japan Anti-Tuberculosis 

Association（JATA） 

公益財団法人結核予防会結核研究

所 

S SOP Standard Operational Procedure 標準手順書 

 SRL Supranational Reference Laboratory 国際的に認知された上位の検査施

設 

T TB Tuberculosis 結核 

 TST Tuberculin Skin Testing ツベルクリン反応 

U UN United Nations 国際連合 

 USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

 US-CDC United States Centers for Disease Control 

and Prevention 

米国疾病予防管理センター 

W WHO World Health Organization 世界保健機関 
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１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：全国結核有病率調査を中心とした結核対策能力強化プロ

ジェクト 

分野：保健医療（結核対策） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：約 3.5 億円 

 

協力期間 

2010 年 1 月～ 

2013 年 1 月 

先方関係機関：国立結核センター（CENAT）、保健省 

日本側協力機関：結核予防会、結核研究所 

他の関連協力：国立結核センター改善計画（2000 年、無償）、結

核対策プロジェクト（フェーズ 1、2）（1999～2004 年、2004～2009

年、技術協力） 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」）は、結核の患者数が人口 10 万人当たり 664 人（2009

年推計）とアジア地域で最悪の状況にあり、世界的に早急な対策が必要な結核高蔓延国 22 カ国

の一つに位置づけられている。カンボジアは 1980 年に国家結核対策プログラム（NTP）を設置、

1994 年から WHO の推奨する直接監視下における短期化学療法（DOTS）を取り入れるなど結核

対策に力を入れてきた。わが国は、無償資金協力により国立結核センター（CENAT）の施設の

改修及び機材の供与を行うとともに（2000 年）、1999 年から 2009 年まで 2 フェーズにわたり「結

核対策プロジェクト」を実施し、CENAT を拠点に DOTS を中核とする包括的支援を行ってきた。 

フェーズ 2 の実施後、2010 年から 2011 年にカンボジアで 2 度目の全国結核有病率調査の実施

を予定していたが、大規模で高い精度が求められる本調査を独力で実施するには課題が残され

ており、調査の計画策定から結果分析、報告に至るまでの一連のプロセスに外部からの支援を

必要としていたため、カンボジア政府はわが国政府に対して協力を要請した。これを受け、NTP

の結核対策能力が強化されることを目的とした「全国結核有病率調査を中心とした結核対策能

力強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」）が、カンボジア保健省及び CENAT をカウンタ

ーパート（C/P）機関として、2010 年 1 月より 2013 年 1 月までの 3 年間の予定で開始された。 

プロジェクトは、総括/結核対策、業務調整/データ管理、疫学/統計、X 線診断、細菌学検査等、

複数名の短期専門家を派遣し、これまでに有病率調査の実施を支援し、2012 年 2 月には調査の

暫定結果を発表するためのワークショップを開催した。また、今後は 2002 年の第 1 回調査と今

回調査の結果を比較分析することにより、国際的に推奨されてきた DOTS 戦略の効果を明確に

していくとともに、調査結果に基づく次期カンボジア結核対策戦略 5 カ年計画への改訂に向け

た作業の支援を実施する。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

結核による死亡数及び患者数が減少する。 
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（2）プロジェクト目標 

全国結核有病率調査を通じて、NTP の能力が強化される。 

 

（3）アウトプット 

アウトプット 1：NTP に全国結核有病率調査に関するプロトコールの設定、実施、モニタリ

ング、分析、報告体制が整い、質の高い調査が実施される。 

アウトプット 2：NTP の質の高い細菌検査に関する診断ネットワークが強化される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

JICA 専門家派遣：延べ 59 名（短期）、本邦研修員受入れ：計 5 名（集団研修）、技術交流

参加：計 3 名 

機材供与：総額約 1,500 万円、携行機材：総額約 760 万円、ローカルコスト負担：8,100

万円 

カンボジア側： 

C/P 配置：71 名（CENAT、終了時評価時）、ローカルコスト負担：光熱費及び人件費 

有病率調査費用：110 万ドルを捻出〔30～40％：グローバルファンド（GF）、5％：USAID、

70％：JICA〕 

土地・施設提供：専門家執務室（CENAT） 

２．評価調査団の概要 

調 査 者  総  括：牧本 小枝 JICA 人間開発部 保健第三課 課長 

結核対策：大菅 克知 WHO 西太平洋地域事務局 

評価分析：柏崎 佳人 A & M コンサルタント㈲ 

評価企画：京口 美穂 JICA 人間開発部 保健第三課 

調査期間 2012 年 7 月 1 日～2012 年 7 月 21 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

＜アウトプットの達成度＞ 

アウトプット 1 はほぼ達成されている。四つの指標に対する達成度は、1-1 から 1-3 について

は予期したとおり、もしくはそれ以上（1-3）であり、1-4 についても近々に達成されることが

確実である。アウトプット 1 に対する指標は、活動がさらに進捗するプロジェクト終了時まで

にはすべて達成されるものと期待できる。 

アウトプット 2 はおおむね達成されている。指標 2-3 を除き、現時点における 4 指標の達成

度はほぼ期待以上であり、プロジェクト終了時までには活動がより進み高いレベルで達成され

るものと予想できる。 

指標 2-1：培養検査：汚染率は総合的に 4.5％であり達成、リカバリー率も 87.6％で達成された。 

指標 2-2：喀痰塗抹検査：成績優良ラボの割合は 86％であり、指標の 80％を超え達成された。 

指標 2-3：X 線撮影：フェアレベルであるＸ線フィルムの割合は 80％であり、達成されなかっ

たが、フィルムの質は向上し、かつモデル地区においては達成した（94.1％）。 



 

iii 

指標 2-4：X 線読影：質評価に係る研修は既に何度も時や場所、対象者を変えて実施されてお

り達成された。 

指標 2-5：薬剤感受性試験（DST）：3 名の検査技師がパネルテストを受けイソニアジド（INH）

とリファンピシン（RFP）に対して WHO による基準を満たしたので、達成と判断。 

 

＜プロジェクト目標の達成度＞ 

プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに十分達成されると判断できる。 

指標 1「ストップ TB（結核）戦略のすべてのコンポーネントに対して、質の高い活動ができ

る。」について、ストップ TB 戦略の六つのコンポーネントに対する進捗状況と、プロジェクト

活動を通じて各コンポーネントのどのような側面が強化されたのかを、インタビュー結果や国

際会議での発表実績等から総合的に判断して、指標 1 は達成されるであろうと考えられる。 

指標 2「調査結果が反映された結核対策プログラムの活動が実施される。」について、調査の

暫定結果は、第 3 年次業務完了報告書及びワークショップにおいて発表されており、現在調査

結果の分析が進められている（詳細は付属資料 2.ミニッツの Annex 6 を参照のこと）。最終的な

結果及び現行の結核対策戦略の見直しについては 2012年 8月に開催される NTP 合同レビュー会

議において議論される予定である。調査結果の取りまとめと並行して、既に調査後活動が始め

られており、現行の結核対策戦略の見直しはまだ議論中ではあるものの、調査結果が 2013 年か

ら 2020 年に向けた新戦略及び年間実施計画の更新に貢献することは確実である。それゆえ現在

の状況をかんがみるに、指標 2 はプロジェクト終了時までに達成されるものと期待できる。 

 

３－２ 効果発現に貢献した要因 

（1）プロジェクトによる技術支援 

プロジェクトは同じ専門家を繰り返し派遣したが、このことが C/P の技術習得過程にお

いてポジティブなフォローアップ効果を発現した。 

 

（2）プロジェクトマネジメント 

第 1 次の有病率調査を経験している何人かの C/P は現在でも CENAT で勤務しており、今

回の調査では主導的な役割を果たした。調査実施のために組織的な運営システムが構築さ

れ、活動の実施プロセス改善に貢献した。 

 

（3）他支援機関とのパートナーシップ 

JICA や WHO、USAID などの援助機関は各々の援助方針や得意分野があるものの良好な

関係を築いており、CENAT の主導の下、カンボジアにおける結核対策のために効果的に補

完する活動を展開している。 

 

３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの実施プロセスにおいて特に大きな阻害要因は認められなかった。 
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３－４ 評価結果の要約 

（1）妥当性：「非常に高い」 

プロジェクト目標はカンボジア国民のニーズに一致し、かつカンボジア政策との整合性

が非常に高いと認められた。また、カンボジアにおける結核対策支援は、日本の援助方針

とも整合性があると判断された。カンボジアが 2002 年と 2011 年の 2 度にわたる有病率調

査の結果を、比較可能な科学的データとして国際的に提供できることはミレニアム開発目

標（MDG）達成に向けて非常に有意義な成果といえ、プロジェクトの実施が世界的な結核

政策に貢献し、かつ整合性が高いものであることを証明している。 

 

（2）有効性：「高い」 

本プロジェクトのプロジェクト目標はおおむね達成されている。また二つのアウトプッ

トは効果的に構成されている。アウトプット 1 は第 2 次有病率調査の実施に係る成果であ

り、一方アウトプット 2 は診断ネットワークの構築に係る活動に焦点を当てている。アウ

トプット 1 及びアウトプット 2 の双方が達成されることにより、有病率調査が成功し NTP

の能力が強化されプロジェクト目標が達成されるわけであるから、プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（PDM）の論理性は適切であったと考えられる。 

 

（3）効率性：「高い」 

2 項目のアウトプットに係る九つの指標は、現在までにおおむね達成されており、残る幾

つかの事項についてもプロジェクトの終了までには達成される見込みである。加えて、カ

ンボジア側、日本側ともプロジェクト活動に対して人員（カンボジア側 C/Ps、日本人専門

家）、機材、研修及び技術交流、予算の支出、といった面で適切な投入が行われ、プロジェ

クト活動を進めるうえで効率的に使用された。また先行プロジェクトの成果や人材につい

ても、本プロジェクトにおいて効果的に活用されており、少ない予算ながら大きな成果を

上げている。したがって本プロジェクトの効率性は満足できる水準にあるといえる。 

 

（4）インパクト：「非常に高い（大きい）」 

1）上位目標の達成見込み 

上位目標は近い将来に達成されると見込まれる。上位目標の達成度を測る指標 1 につ

いて、目標値はほぼ達成されており、NTP による結核対策を通じ 2015 年までには満足の

いくレベルで確実に達成されるであろうと考えられる。指標 2 についても減少傾向は維

持されていることから、現在の NTP による活動を維持・継続することにより、指標 2 は

達成されるであろうと推測された。 

2）その他のインパクト 

これまでのプロジェクト実施による波及効果は以下の 2 点である。 

・8 年という期間をおいて実施された 2 回にわたる調査が、結核対策においてその効果

を測定するための有益な手段となることを、プロジェクトが明確に証明した。 

・プロジェクトがカンボジアにおける経験を、ラオスやエチオピアといった他の第三

国と共有したことにより、国際的な南々協力関係を促進した。 

現時点ではプロジェクトによるマイナスのインパクトは確認されていない。 
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（5）持続性 

政策面：「高い」 

カンボジアミレニアム開発目標（CMDG）から保健戦略計画（HSSP）までの政策が、

一貫して整合的な結核対策を鮮明に打ち出しており、カンボジア政府の結核対策へのコ

ミットメントは強固である。また、カンボジアの 2016～2020 年国家結核対策戦略が、今

回の有病率調査結果に基づいて計画されると考えられることから、結核対策に対する政

策支援が今後も継続されることについて疑いの余地はない。それゆえ、カンボジアにお

ける結核対策の持続性は、政策によって保証されている。 

組織面：「高い」 

CENAT は、JICA を含む国際援助機関の支援の下 NTP 活動を長年にわたり主導してき

ており、その組織体制は十分に醸成されている。プロジェクト活動に対して、カンボジ

ア側 C/P は積極的なかかわりをみせており、特に有病率調査については、2002 年実施時

にすべてのフィールド活動を専門家とともに実施したのに対し、今回は専門家の関与は

限定的となり、C/P が主体となって実施された。そのことは C/P にとっても自信につながっ

ており、プロジェクトや調査のマネジメント面における能力の強化につながっている。 

財政面：「不確実」 

NTP の予算については、その 3～4 割を GF7、USAID が 5％、カンボジア政府が 1 割、

そして JICA がその残りを負担するという支出状況にある。つまり NTP はその予算の 9

割をドナーに依存しており、この状況が近い将来改善されるとは到底考えられない。感

染症はいったんそのコントロール対策を中止すると再燃することが知られており、結核

対策に係る活動を維持するための予算を確保することが非常に重要である。 

技術面：「特定分野以外は十分なレベル」 

技術的なフォローアップや、現場研修（OJT）を取り入れた外部精度評価（EQA）の実

施などは、技術的な質の向上に大きな役割を果たした。CENAT には、独自にオペレーショ

ナル・リサーチ（OR：さまざまな計画に際して最も効率的になるよう決定する科学的技

法）を実施するための技術が培われていると考えられるものの、その計画・立案を確実

に実施できるかについては不安が残る。その意味においても、新しい課題への対応やプロ

ジェクトによって移転された技術の定着を図るために、更なる支援が必要であろう。 

 

３－５ 結 論 

第 2 回の結核有病率調査が世界標準に従って成功裏に実施された結果、結核有病率の明らか

な減少がみられ、DOTS 戦略による対策の効果が確認された。これはカンボジアにとってだけで

なく、世界的な結核対策の今後に大きく貢献すると見込まれる結果である。 

その一方でカンボジアは、世界的に早急な対策を必要とする結核高蔓延国 22 カ国中、依然と

して 2 番目に高い有病率を維持しており、引き続き結核対策を優先課題として予算を確保し、

取り組んでいく必要がある。あわせて、今回の調査により高齢者や不顕性感染者結核への対策

の必要性が明らかになったが、それは世界でもまだ新しい領域の対策であり、具体化のための

オペレーショナル・リサーチや、その課題に対応するための技術の習得・普及が必要である。 

調査の準備、実行、結果分析などのさまざまな過程を通じ、調査の実施のみではなく、CENAT 

C/P の能力強化につながったことが確認されており、プロジェクト目標は達成されると判断する。 
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３－６ 提 言 

（1）プロジェクトへの提言 

・有病率調査のファイナルレポート、オペレーショナル・リサーチ・レポート、検査に関

するトレーニング・モジュールをプロジェクト期間内に完成させる。またモデル地区で

の X 線研修に関する内容を取りまとめる。 

・有病率調査の結果を国際会議で発表する。 

・検査室の C/P が DST のパネルテストに合格するよう支援する。 

 

（2）カンボジア側への提言 

・政策に有病率調査の結果を反映させる。 

・高齢者や軽症状患者への結核対策など、新たな課題を政策へ反映させるためにオペレー

ショナル・リサーチを実施する。 

・質の高いオペレーショナル・リサーチ実施のために人材を育成する。 

・結核対策の予算確保のためのアドボカシーを行う。 

 

３－７ 教 訓 

・有病率調査のようなスケールの大きい調査の実施は、科学的なエビデンスを実証するだけ

でなく、C/P の能力強化に貢献する。 

・有病率調査のようなスケールの大きい調査は、開発パートナーと連携し、適切なタイミン

グで必要なコンポーネントを投入することが成功の鍵となる。 

・今回の有病率調査の結果は、途上国におけるこれまでの結核診断（喀痰検査中心の診断）

では限界があり、新たな課題として見つかった高齢者や軽症状患者の結核診断には、X 線

による診断が必要であることが分かった。また、X 線診断は、これまで日本で実施されて

きた手法であり、日本の経験が今後の途上国における結核対策に役立つことが分かった。 

・有病率調査を実施する技術協力プロジェクトにおいて、適切な評価ができるよう、プロジェ

クトの目標設定や指標設定には工夫が必要である。 
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Summary of Terminal Evaluation 
I. Outline of the Project 

Country: The Kingdom of Cambodia Project title: Improving the Capacity of the National TB Control Program 

through implementation of the 2
nd

 National TB Prevalence Survey 

Issue/Sector:  Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge:  

Human Development Department 

Total cost (estimated at completion of the Project):  

approximately  million yen 

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of Health and 

National Center for Tuberculosis and Leprosy Control (CENAT) 

Period of 

Cooperation 

(R/D): From January, 

2010 to January, 2013 

 (3 years) Supporting Organization in Japan: Japan Anti-Tuberculosis Association, 

The Research Institute of Tuberculosis 

1-1 Background of the Project 

TB control in Cambodia has made good progress since the 1990s by the National Centre for 

Tuberculosis and Leprosy Control (CENAT): the DOTS Strategy was adopted in 1994 and TB treatment 

services were initiated at referral hospitals at the county level. For TB patients at the peripheral level to 

have access to DOTS services, the service started to expand to the health centre level from 2000 until 2004, 

when TB treatment was available at more than 900 sites nationwide with a high-cure rate more than 85%. 

However, the prevalence rate of all forms of TB in 2008 in Cambodia was still as high at 664 per 100,000 

population, making the country one of the 22 countries with a high burden of TB. 

The Japanese Government has started technical assistance for TB control in Cambodia through JICA 

since the early 1990s: JICA dispatched Japanese experts in TB laboratory and provides such equipment as 

microscopes. And then, it also started a comprehensive 10-year technical assistance project called 

“JICA/CENAT National TB Control Project” in 1999 to strengthen the capacity of National TB Control 

Program (NTP). 
The new project (hereafter “the Project”) aims to further-strengthen the capacity of the NTP, through the 

implementation of the second national prevalence survey (hereinafter referred to as “the Survey”) scheduled 

from 2010-2011. On the other hand, improvement of TB diagnosis especially on X-ray diagnosis, EQA for 

sputum film examination, expansion of the network for culture examination has been recognized as the most 

important issue for the TB control in Cambodia since the phase 2 project. Accordingly, the Project dispatched 

Japanese experts in the fields of advisor/TB control, coordinator/data management, epidemiology/statistics, 

X-ray diagnosis and bacteriological diagnosis in order to support the Survey, which demonstrated the changing 

TB epidemiology in developing countries. Case detection through symptoms, and sputum smear microscopy 

alone revealed limitations in current TB case finding strategy. To respond to the emerging issues, such as TB 

among the elderly, and the needs for X-ray exam for the high-risk asymptomatic populations, expertise and 

experiences retained in the TB control in Japan can be a useful resource, which should be utilized in the future 

TB control in developing countries. The Project established the system through preparation of the 

comprehensive protocol, implementation of the Survey, monitoring of the process, analysis of the data, and 

reporting of the results, aiming at development of a network for high-quality diagnosis. The Project held a 

workshop and presented the preliminary results of the Survey in February 2012. Subsequently, the Project will 

clarify the effectiveness of the internationally acknowledged DOTS strategy by comparing and analyzing the 1st 

and 2nd survey results in order to comprehensively evaluate the 10-year-long Cambodian TB control program 

under the cooperation by JICA. 
 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

   TB morbidity and mortality are reduced. 

 

(2) Project Purpose 

   Capacity of the National TB Control Program is strengthened through implementation of the National TB 

Prevalence Survey. 

 

(3) Outputs 

1) Research protocol development, planning, practice, monitoring, analysis, and reporting in the National TB 

Prevalence Survey are in place and the quality survey is carried out. 

2) Diagnostic network of the National TB Program based on quality bacteriological examinations is enhanced. 

 

(4) Inputs 

Japanese side: 

JICA Expert:  A total of 59 short-term experts; Training in Japan: 5 C/Ps; 

Technical exchange in the third country: 3 C/Ps 

Provision of equipment: A total of 15.0 million yen plus 7.6 million yen (carry-over equipment) 

Japan’s cost expenditure: 81 million yen 
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Cambodian side: 

Counterpart: A total of 71 persons (CENAT); Local Cost: lighting and heating expenses, personnel costs 

The Survey: a total budget of 1.1 million USD (GF: 30-40%, USAID: 5%, the remaining: JICA) 

Provision of land and facilities: Office space for Japanese experts (in CENAT) 

 

 2. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

1) Team Leader: Ms. Saeda MAKIMOTO, Director, Health Division 3, Health Group 2, Human 

Development Department, Japan International Cooperation Agency (JICA) 

2) TBControl: Dr. Katsunori OSUGA, Medical Officer, Stop TB & Leprosy Elimination, 

WHO/WPRO 

3) Evaluation Analysis: Dr. Yoshihito KASHIWAZAKI, A & M Consultant, Ltd. 

4) Cooperation Planning: Ms. Miho KYOGUCHI, Program Officer, Health Division 3, Health 

Group 2, Human Development Department, JICA 

Period of Evaluation  From 1st July 2012 to 21st July 2012 Type of Evaluation: Terminal 

3. Results of Evaluation 

3-1 Achievement 

(Output) 

Output 1: The achievement levels of the 4 indicators are more than expected in the first three cases (1-1 to 1-3) 

and it is expected that all the indicators for Output 1 will be achieved until the end of the Project as the activities 

progress further. 

 

Output 2: The achievement levels of the 5 indicators are more than expected in the most cases and it is 

anticipated that all the indicators for Output 2 will be achieved at very satisfactory levels until the end of the 

Project as the activities progress further. 

Indicator 2-1: The overall contamination rate is 4.5% and the recovery rate was 87.6%, which are over the 

target rates. 

Indicator 2-2: The percentage of the acceptable laboratories by EQA was 86.0%, which was over the target. 

Indicator 2-3: The proportion of acceptable X-ray films was about 80%, which was below the target rate, 

however, the quality has been improved and the rate in the model areas (94.1%) exceeded the target. 

Indicator 2-4: Trainings on quality assessment of chest radiography have already been held several times on 

different occasions, which satisfied the indicator. 

Indicator 2-5: A total of three technicians had the panel test and satisfied the criteria set by the WHO for INH 

and RFP, therefore, the indicator was achieved. 

 

 (Project Purpose) 

 As a comprehensive conclusion, the Project Purpose is to be achieved at satisfactory levels by the end of the 

Project. 

Indicator 1) “All components of Stop TB Strategy are carried out with high quality.” 

The skills and outcomes obtained through the project activities for the Survey have contributed to the 

following six components of Stop TB Strategy, therefore, Indicator 1) was regarded to be achieved. 

Indicator 2) “TB Control Program activities are carried out based on the Survey results.” 

The preliminary results of the Survey were presented in a report and at workshop, and the analysis has been 

on going. Some post-survey activities are on going in parallel with finalization of the Survey results and the 

revision of the current control strategy is still under discussion but it is definite that the results of the Survey 

contribute to update or the new strategy for 2013-2020 as well as the coming Annual Operational Plan. Thus, 

Indicator 2) is expected to be achieved by the completion of the Project considering the current situation. 

 

3-2 Factors that helped the implementation of the Project 

(1) Technical assistance through the Project 

The Project dispatched the same experts repeatedly, which produced a positive follow-up effect on learning 

process of techniques. 

(2) Project Management 

Several C/Ps who experienced the 1st prevalence Survey in 2002 are still working in CENAT and took a 

leading role in the 2nd Survey last year. A structural management system was established for the Survey and 

readily improved the implementation process of the activities. 

(3) Partnership with others 

The aid agencies such as JICA, WHO and USAID are the partners of CENAT, which comprises the NTP. Each 

agency has its own direction and discipline, however, the donors have also established good relationships and 

effectively complemented each other for the control of TB in Cambodia. 

 

3-3 Factors that impeded the implementation of the Project 

Any major inhibition factor has not been acknowledged. 
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3-4 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: High 

The Project Purpose appears to correspond to the needs of the people of Cambodia and to be highly consistent 

with policies of the Government of Cambodia. One of the goals of Japan’s Global Health Policy for achievement 

of MDGs is to strengthen support for fighting AIDS, TB and malaria, and Cambodia is one of the priority 

countries in JICA’s Thematic Guideline for TB. Accordingly support for TB control in Cambodia is still relevant 

with the assistance policy of Japan. In addition, the assistance was even consistent and beneficial for and with 

global policy. 

 

(2) Effectiveness: High 

The Project Purpose has mostly been achieved. Output 1 is for implementation of the 2nd prevalence survey 

while Output 2 for establishment of diagnostic network. The logic that the Output 1 and the Output 2 will result 

in achieving the Project Purpose is considered to be appropriate. The appropriate design and planning of the 

Survey by the Project were regarded as the most significant factor to lead the Survey into success. 

 

(3) Efficiency: High 

All the activities set in the PDM were carried out except Activities 1-10-3, 1-10-4, 1-12 and 2-4, which are the 

ones based on the Survey results and will be implemented towards the end of the Project. No major delay on the 

project activities was observed. The equipment provided through the Project is mostly basic and suitable for the 

local conditions, utilized for the prevalence survey, still frequently used and maintained in a good condition. The 

budget of the Project was a half of the one for the phase 1 project, nevertheless, the Project implemented the 

national prevalence survey as in the phase 1 project and a considerable amount of outputs has been produced. 

 

(4) Impact: Very High 

1) Prospect of achieving the Overall Goal 

The Overall Goal is likely to be achieved in the near future. For Indicator 1), the mortality rate has already been 

reduced by over 50% and the target for the morbidity rate has nearly been achieved. Moreover, it is speculated 

that Indicator 2) as well be achieved if the present activities of the NTP can be maintained. 

 

2) Other Impacts 

The following positive impacts have been observed. 

- As the first case of the prevalence survey carried out twice with 8-year interval, the Project clearly 

demonstrated the importance of the Survey as an effective tool for impact measurement in TB control. 

- The Projectt facilitated international collaboration especially between South-South through sharing 

experiences of Cambodia with other countries such as Laos and Ethiopia, and through technical meeting in 

WHO, Geneva. 

 

(5) Sustainability 

1) Political aspect: High 

The TB control is one of the major national strategies for Cambodia and has already been well documented 

legislatively. There is no doubt that the Cambodian policy on TB control will not be altered in the near future as 

the National Health Strategic Plan for TB Control 2016-2020 will be developed based on the Survey results. 

 

2) Organizational aspect: High 

The CENAT has been taking a leading role in the NTP for a long time under the support of international 

agencies including JICA, therefore, its institutional system and capacity have been well developed. The C/Ps, 

who just followed the instructions from experts during the 1st survey in 2002, became actively involved in the 

2nd survey taking a leading role. Certainly, the capacity of the C/Ps has been improved and became confident in 

their services. 

 

3) Financial aspect: Uncertain 

The NTP heavily relies its budget on the development partners, of which Global Fund Round 7 shares 40 %, 

USAID 30-40%, the government of Cambodia around 10% and the rest is covered by JICA and other 

development partners. Such a financial situation does not seem to be improved in the near future. The infectious 

diseases usually flare-up once the control measures are stopped, therefore, it is very important to secure the 

budget for continuation of the control activities. 

 



x 

4) Technical aspect: Satisfactory except certain technical areas 

The implementation of EQA utilizing technical follow-ups and OJT has played a key role on improvement of 

the quality of techniques. Probably, the staff of CENAT can carry out the operational researches, however, may 

not be completely confident in designing them. On that account, further supports will be necessary for response 

to emerging issues and establishment of the techniques transferred through the Project. 

 

3-5 Conclusion 

The team made the following conclusions: 

(1) The 2nd National TB Prevalence Survey was successfully carried out following the international standard. 

The preliminary survey results have shown a significant reduction in TB burden in the country, suggesting 

that TB control is on track to achieve MDG target set for 2015. This great achievement is attributed to the 

successful implementation of DOTS by the NTP. 

 

(2) However, Cambodia ranks the second highest in TB prevalence rate among the 22 high TB burden countries. 

The preliminary results of the Survey have also revealed issues and challenges such as high burden of TB 

among the elderly and asymptomatic populations. The NTP will need to tackle these in TB control. 

 

(3) The Survey has been highly acknowledged by the WHO Global Task Force on TB Impact Measurement. 

Throughout the process of the Survey, close communication and coordination between the Project and WHO 

was maintained. The Survey has significantly contributed to the global TB impact measurement by providing 

a model, and sharing experiences with other countries in the world. 

 

(4) In addition to the successful organization of the Survey, the process of the Survey itself, throughout planning, 

implementation, and analysis of the Survey results, has strengthened the capacity of overall TB control 

activities, such as logistics, quality assurance, time and resource managements and coordination. 

 

3-6 Recommendations 

Both sides recommended as follows. 

(1) The Project should finalize the following documentations and the planned activities in the remaining period. 

 NPS final report 

i) A guiding document on chest radiography compiling the experiences of the activities in the model area 

ii) Operational research report 

iii) Laboratory training modules for smear, culture and DST examinations 

iv) Presentation on NPS result at international conference 

v) Assistance for the remained laboratory technician to pass the panel test for DST 

 

(2) The NTP should make effort to take action following points. 

i) Reflection of the 2nd NPS results to the current and next National TB Control Strategies and annual 

operational plans 

ii) Implementation of operational research and pilot activities to tackle emerging issues such as elderly and 

asymptomatic TB 

iii) Strengthening human resources for conducting quality operational research 

iv) Mobilization of financial resources through advocacy to the policy makers and Development Partners 

 

3-7 Lessons Learned 

Among several components of the successful implementation, following points were extracted as lessons 

learned. 

(1) In addition to providing scientific evidence, implementation of a large-scale study, such as the prevalence 

survey carried out in Cambodia, which requires high-quality organizational skills for preparation, execution, 

analysis, and time management, is believed to facilitate capacity development. 

 

(2) Large-scale activities, such as the prevalence survey this time, cannot be successfully carried out without 

coordination among development and local partners. It is crucial to maintain close communication and 

collaboration among the key stakeholders for the timely management of all the essential components of the 

activities, including resource mobilization. 

 
The Survey through the Project, demonstrated the changing TB epidemiology in developing countries. Case 

detection through symptoms, and sputum smear microscopy alone revealed limitations in current TB case 

finding strategy. To respond to the emerging issues, such as TB among the elderly, and the needs for X-ray exam 

for the high risk asymptomatic populations, expertise and experiences retained in the TB control in Japan, can be 

a useful resource, which should be utilized in the future TB control in developing countries. 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（1）調査団派遣の経緯 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」）は、結核の患者数が人口 10 万人当たり 664 人（2009

年推計）とアジア地域で最悪の状況にあり、世界的に早急な対策が必要な結核高蔓延国 22

カ国の一つに位置づけられている。カンボジアは 1980 年に国家結核対策プログラム（National 

Tuberculosis Control Program：NTP）を設置、1994 年から WHO の推奨する直接監視下におけ

る短期化学療法（Directly Observed Treatment, Short course：DOTS）を取り入れるなど結核対

策に力を入れてきた。わが国は、無償資金協力により国立結核センター（National Center for 

Tuberculosis and Leprosy Control：CENAT）の施設の改修及び機材の供与を行うとともに（2000

年）、1999 年から 2009 年まで 2 フェーズにわたり「結核対策プロジェクト」を実施し、CENAT

を拠点に DOTS を中核とする包括的支援を行ってきた。フェーズ 1 は、全国のヘルスセンタ

ー（HC）への DOTS の導入をめざして実施され、2004 年までに全国普及が完了し、2002 年

には同プロジェクトにおいて WHO 等と連携してカンボジアで初めての全国有病率調査を成

功裏に実施し、国際的評価を得た。フェーズ 2 では、国家結核対策の質の改善と維持を可能

にする管理運営能力強化、新たに生じた課題への対応、NTP 全体のサービス提供システムの

自立発展性の強化に取り組み、検査・診断能力の更なる強化など幾つかの課題を残しつつも、

NTP の質的強化に大きく貢献した。これらの取り組みの結果、カンボジアは、結核対策の世

界的な達成目標である、患者発見率 70％、及び治癒率 85％を 2005 年以降おおむね達成・維

持してきた。 

フェーズ 2 の実施後、2010 年から 2011 年にカンボジアで 2 度目の全国結核有病率調査の

実施を予定していたが、大規模で高い精度が求められる本調査を独力で実施するには課題が

残されており、調査の計画策定から結果分析、報告に至るまでの一連のプロセスに外部から

の支援を必要としていたため、カンボジア政府はわが国政府に対して協力を要請した。これ

を受け、NTP の結核対策能力が強化されることを目的とした「全国結核有病率調査を中心と

した結核対策能力強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」）が、カンボジア保健省及び

CENAT をカウンターパート（C/P）機関として、2010 年 1 月より 2013 年 1 月までの 3 年間

の予定で開始された。 

プロジェクトは、総括/結核対策、業務調整/データ管理、疫学/統計、X 線診断、細菌学検

査等、複数名の短期専門家を派遣し、これまでに有病率調査の実施を支援し、2012 年 2 月に

は調査の暫定結果を発表するためのワークショップを開催した。また、今後は 2002 年の第 1

回調査と今回調査の結果を比較分析することにより、国際的に推奨されてきた DOTS 戦略の

効果を明確にし、これまで 10 年にわたる JICA 支援の下でカンボジアが展開してきた結核対

策を総合的に評価する。またフェーズ 2 からの課題として、レントゲン診断能力の向上、喀

痰塗沫検査の外部精度管理体制の強化・整備、培養検査のネットワークの拡大等を通じ、検

査・診断能力の向上が残されており、プロジェクトは、①有病率調査の実施に併せて、有病

率調査に関するプロトコールの設定、実施、モニタリング、分析、報告に必要な体制の整備

を図るとともに、②細菌検査を中心とした質の高い診断ネットワークが強化されることをめ

ざし支援してきた。 
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今回実施する終了時評価調査は、2013 年 1 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活

動の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後

の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 

 

（2）調査団派遣の目的 

2010 年 1 月から 3 年間の予定で開始されたプロジェクトは、日本側の協力活動期間が残す

ところ約半年を切り、2013 年 1 月 3 日に終了することとなった。そのため、以下の目的で終

了時評価調査を実施する。 

� プロジェクト目標、成果の達成状況を総合的に検証する。 

� 活動実績を確認し、プロジェクトの残り期間で実施すべきことを助言する。 

� 協力期間終了後の上位目標達成のため、克服すべき課題、講じるべき措置・対策等に

関する提言を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

氏 名 担当業務 所 属 期 間 

牧本 小枝 団  長 JICA 人間開発部 保健第三課 課長 2012. 7. 14～2012. 7. 21 

大菅 克知 結核対策 WHO 西太平洋地域事務局 2012. 7. 15～2012. 7. 20 

京口 美穂 評価企画 JICA 人間開発部 保健第三課 2012. 7. 14～2012. 7. 21 

柏崎 佳人 評価分析 A&M コンサルタント有限会社 2012. 7. 1～2012. 7. 21 

 

１－３ 調査日程 

日順 日付 評価分析 団長・評価企画 結核対策 

1 7/1 日 移動：成田発→プノンペン着   

2 7/2 月 
CENAT 表敬 

日本人関係者打合せ 
  

3 7/3 火 
CENAT 関係者へ調査方法の説明・協議 

CENAT 所長インタビュー 
  

4 7/4 水 プロジェクト関係者からのヒアリング   

5 7/5 木 プロジェクト関係者からのヒアリング   

6 7/6 金 プロジェクト関係者からのヒアリング   

7 7/7 土 資料整理   

8 7/8 日 移動：プノンペン→バッタンバン   

9 7/9 月 
プロジェクト関係者からのヒアリング 

移動：バッタンバン→コンポントム 
  

10 7/10 火 
プロジェクト関係者からのヒアリング 

移動：コンポントム→プノンペン 
  

11 7/11 水 プロジェクト関係者からのヒアリング   

12 7/12 木 
WHO、USAID 訪問 

プロジェクト関係者からのヒアリング 
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13 7/13 金 プロジェクト関係者からのヒアリング   

14 7/14 土 資料整理 
移動：成田発→ 

プノンペン着 
 

15 7/15 日 調査結果報告（評価分析→団長・評価企画） 
移動：マニラ発→

プノンペン着 

16 7/16 月 

JICA カンボジア事務所表敬 

CENAT 表敬・協議 

団内協議〔テレビ会議（磯野専門員）〕 

 

17 7/17 火 

AM 
WHO 訪問 

団内協議 

PM 
日本大使館表敬 

CENAT と合同評価報告書案に関する協議（1） 

18 7/18 水 
AM 

合同評価報告書・ミニッツ案を CENAT に提出 

団内協議 

PM CENAT と合同評価報告書案に関する協議（2） 

19 7/19 木 

AM 団内協議、合同評価報告書最終案確認 

PM 

JCC 開催（合同評価報告書案・ミニッツ案に関する

協議） 

ミニッツ署名 

夜プノンペン発

→BKK 

20 7/20 金 
AM 保健関連プロジェクト訪問 BKK→ 成田着 

PM JICA 事務所報告（夜プノンペン発→）  

21 7/21 土 → 成田着：団長・評価企画・評価分析  

JCC：Joint Coordinating Committee（合同調整委員会） 

 

１－４ プロジェクトの概要 

（1）協力の目標（アウトカム） 

① 上位目標：結核による死亡数及び患者数が減少する 

② プロジェクト目標：全国結核有病率調査を通じて、NTP の能力が強化される 

 

（2）活動及びその成果（アウトプット） 

① 成果 1：NTP に全国結核有病率調査に関するプロトコールの設定、実施、モニタリング、 

分析、報告体制が整い、質の高い調査が実施される 

【成果 1 に関する活動】 

＜調査実施前の準備＞ 

1-1. 調査プロトコールを策定し、保健省倫理委員会へ承認申請する。 

1-2. 有病率調査実施のための調査チームを組織する。 

1-3. 調査マニュアルを策定する。 

1-3-1. 現地調査マニュアルを策定する。 
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1-3-2. 各種 SOP（Standard Operational Procedures：標準手順書）を策定する。 

1-4. 調査実施者（調査チーム）に対する研修を実施する。 

1-4-1. 研修モジュールを作成する。 

1-4-2. 調査実施者に対する研修を実施する。 

1-4-3. フィールドテストを実施する。 

1-5. 現地調査実施が適切に行われるための準備を行う。 

1-5-1. 調査対象地域のサイトを選定し、第 1 回サイト訪問を行う。 

1-5-2. 調査で収集した喀痰及び菌株の輸送体制を整備する。 

1-5-3. パイロット調査を実施する。 

1-5-4. プロトコール改訂作業を行い、実施スケジュールを確定する。 

1-5-5. 関係者を集めて全国結核有病率調査のキックオフミーティングを開く。 

＜現地調査の実施＞ 

1-6. 策定したプロトコールに沿って現地調査を実施する。 

1-6-1. 第 2 回サイト訪問を行い、訪問先の詳細情報を収集する。 

1-6-2. 現地においてクラスター別にデータ収集を行う。 

1-6-3. 調査がプロトコールに沿って適切に実施されているかモニタリング・指導を 

行う。 

1-6-4. 調査の情報収集とデータ入力を行う。 

1-6-5. 現地調査の第 1 次レビューを行う。 

1-6-6. 調査活動の中間評価を実施する。 

1-7. 調査における検査・診断に係る精度管理を行う。 

1-7-1. 細菌検査のクロスチェックを行う。 

1-7-2. 放射線検査・診断の精度管理を強化する。 

1-7-3. 国際的に認知された結核研究施設（Supranational Reference Laboratory：SRL）

と CENAT 間において培養検査と薬剤感受性試験（Drug Susceptibility Testing：

DST）の外部精度管理を実施する。 

1-8. 調査データを分析する。 

1-9. 外部審査を実施する。 

＜レポーティング＞ 

1-10. 調査結果を取りまとめる。 

1-10-1. 仮集計結果に基づくワークショップを開く。 

1-10-2. 合意形成のための会議を開催する。 

1-10-3. 調査結果の発表及び報告書配布のワークショップを開く。 

1-10-4. 調査結果の報告書を作成し発表する。 

＜調査実施後の活動＞ 

1-11. 調査結果に基づいて CENAT のサーベイ・サーベイランスを評価、調整する。 

1-12. 調査結果に基づいて結核対策戦略をレビュー、改定する。 

    

② 成果 2：NTP の質の高い細菌検査に関する診断ネットワークが強化される 

【成果 2 に関する活動】 
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2-1. 結核検査・診断能力の強化を行う。 

2-1-1. 全国の検査室の塗抹検査に係る能力を強化する。 

2-1-2. 地域標準検査室の培養検査に係る能力を強化する。 

2-1-3. 地域標準検査室の薬剤感受性検査に係る能力を強化する。 

2-1-4. 全国の検査室の放射線検査及び読影に係る能力を強化する。 

2-2. 質の高い診断・検査のための実施体制を整備する。 

2-2-1. 塗抹検査の外部精度管理体制を強化する。 

2-2-2. 培養検査の精度保証体制を構築する。 

2-2-3. SRL と CENAT 間の薬剤耐性結核検査に係る外部精度管理を実施、強化する。 

2-2-4. 放射線検査・診断の精度管理体制を強化する。 

2-3. 調査結果及びプロジェクトの経験に基づき研修計画及びモジュールの内容を見直

す。 

2-4. 調査で明らかにされた課題を解決するためにオペレーショナル・リサーチ（OR：

さまざまな計画に際して最も効率的になるよう決定する科学的技法）を計画、実施

する。 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法 

 

２－１ 評価手法 

終了時評価調査は、プロジェクト開始後約 2 年 6 カ月を経過した時点におけるプロジェクト活

動の進捗状況の把握、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）Version 2 に記載された成

果及びプロジェクト目標の達成状況の把握・分析・評価、プロジェクトの残り期間及び終了後に

向けた提言とプロジェクト活動から得られた教訓を導き出すことを目的として実施された。 

 

２－１－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価調査は 2011 年 7 月 1 日に改訂された PDM Version 2 に基づき、プロジェクト

の実績及び実施プロセスの検証と評価 5 項目に関する評価を行ったもので、主な調査項目は以

下のとおりに構成されている。評価設問の詳細については付属資料 4. 評価グリッドを参照さ

れたい。 

（1）PDM に記載の指標に基づく、現時点におけるアウトプット、プロジェクト目標の達成度

状況並びに上位目標の達成見込みの把握・分析・評価 

（2）実施プロセスの状況調査 

（3）以下の評価 5 項目に関する分析・評価 

 

２－１－２ データ収集方法 

上記の調査項目に関する情報・データ収集は以下の方法により実施した（詳細については付

属資料 4. 評価グリッドを参照のこと）。 

    

情報・データ収集方法 目 的 主な情報源 

文献調査 プロジェクトに関連す

る政策、プロジェクトの

実績に関する資料 

・ 運営指導調査報告書 

・ カンボジア国開発計画、結核対策戦略 

・ 対カンボジア国別援助方針、課題別

指針「結核対策」 

・ 新国際保健政策、ミレニアム開発目

標（MDGs） 

・ プロジェクト進捗状況報告書 

・ プロジェクトの投入・活動実績に関

する資料・報告書類 

インタビュー及び質

問票 

プロジェクトの実績・進

捗状況及び実施プロセ

ス、技術面に関するヒア

リング・確認 

・ 日本人専門家 

・ カンボジア側 C/P 機関（CENAT 及び

NTP に係る関係機関）の C/Ps 及び

関係者 

成果の発現状況、妥当

性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性に

関する事項の把握 

・ カンボジア側 C/P 機関（CENAT 及び

NTP に係る関係機関）の C/Ps 及び

関係者 
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２－１－３ データ分析方法 

アウトプット及びプロジェクト目標の達成度については、指標の目標値が充足されているか

どうかをその判断基準とした。投入や実施プロセスの状況については、プロジェクトチームか

ら提出された資料に基づいて検証を行った。また評価 5 項目についての分析・評価に関しては、

評価グリッドの調査小項目ごとに資料や質問票からの関連情報をまとめ、それに基づいて評価

を実施した。詳細については付属資料 4. 評価グリッド調査結果を参照されたい。 

 

２－２ 評価 5 項目 

（1）妥当性 

カンボジア結核対策関係者や関連政府機関のニーズとの整合性、カンボジアミレニアム開

発目標（Cambodia Millennium Development Goals：CMDG）、保健戦略計画等、関連政策との

整合性、日本の援助政策との整合性、プロジェクトアプローチの適切性 

 

（2）有効性 

プロジェクト目標の達成度及びアウトプットのプロジェクト目標達成への貢献度 

 

（3）効率性 

達成されたアウトプットからみた投入の質・量・タイミングの適切性、効率性を促進また

は阻害した要因 

 

（4）インパクト 

上位目標達成の見通し、その他プロジェクト実施によりもたらされた正負の効果・影響 

 

（5）持続性 

開発政策との整合性、実施機関の運営能力・技術面における自立発展性 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績と実施プロセスと実施プロセスと実施プロセスと実施プロセス 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1）日本人専門家の派遣 

次の 8 分野において延べ 59 名の短期専門家が派遣されている。①総括、②業務調整、

③データ管理、④疫学/統計、⑤疫学/データ管理、⑥X 線検査、⑦X 線診断、そして⑧細

菌学検査である。プロジェクト開始から 2012 年 7 月現在までほぼ予定どおりに派遣され

ている。長期専門家は派遣されていない。総人月（MM）は 69.63 である。専門家派遣実

績詳細は付属資料 2. ミニッツの Annex 2 を参照のこと。 

 

（2）本邦研修及び技術交流 

終了時評価時点で 5 名の C/P が日本における集団研修コースに参加し、3 名の C/P が技

術交流や国際会議に参加した（ドイツ、香港及びフランス）。詳細は付属資料 2. ミニッツ

の Annex 3 を参照のこと。またプロジェクトがカンボジア国内において実施した研修、会

議、ワークショップ等については付属資料 5．を参照のこと。 

 

（3）機材供与 

ポータブル X 線ユニット、X 線フィルム現像機、LED 蛍光顕微鏡、超低温冷凍庫、イン

キュベーター、コンピュータ、事務機器等が供与された。供与された機材は総額で約 1,500

万円（17 万 4,000 ドル）である。詳細は付属資料 2. ミニッツの Annex 4 を参照のこと。

以上の機器については良好な状態に維持されかつ頻繁に使用されている。また総額で約

760 万円の携行機材が供与されており、その詳細については付属資料 6．を参照のこと。 

 

（4）日本側負担現地活動費 

プロジェクト活動に必要な活動経費として、プロジェクト開始から 2012 年 7 月までの

期間において、総額 8,100 万円を日本側が支出した。年度ごとの金額は次表のとおりであ

る。加えて有病率調査については、その総予算（110 万ドル）のうち、プロジェクトが約

70％を負担した。 

 

JFY

（Apr-Mar） 

2009 2010 2011 2012 Total 

Local cost

（JPY） 

18,712,000 27,829,000 23,572,000 10,726,000 80,839,000 

JFY：Japanese fiscal year JPY：Japanese yen 

 

３－１－２ カンボジア側投入 

（1）C/P の配置 

現時点において CENAT には 71 名の C/P が、またバッタンバンの県立病院結核検査室に

は 4 名の技術者が配置されている。本プロジェクトが対象とする NTP は、二次病院やヘル
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スセンター（HC）などを含めて国内に 200 カ所以上の結核検査室を包括しており、その意

味合いにおいて実質的な C/P の数は多い。詳細は付属資料 2. ミニッツの Annex 5 を参照

のこと。 

 

（2）カンボジア側の経費負担 

カンボジア側は総額 110 万ドルの予算を有病率調査のために捻出しており、そのうちの

約 30～40％をグローバルファンド〔世界エイズ・結核・マラリア対策基金（Global Fund for 

HIV/AIDS, TB and Immunization：GF）〕が、5％を USAID が、そしてその残りを JICA が負

担した。加えて光熱費や人件費はすべてカンボジア政府が負担している。 

 

（3）カンボジア側の投入施設 

CENAT 内に専門家執務室として 3 部屋を提供するとともに、その施設についてはプロ

ジェクト活動のために使用されている。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 運営指導調査提言事項への対応 

日本側運営指導調査（2011 年 6 月 26 日～7 月 2 日実施）チームは、プロジェクトが以下の 4

点について確実に履行するべきであると提言している。そのうちの（1）から（3）については

アウトプット 1 について、そして最後の（4）についてはアウトプット 2 に関連する。各提言

の後に、プロジェクトが実施した対策について説明する。 

 

（1）都市部調査地区における高参加率を達成するための特別な配慮を行う（アウトプット 1） 

プロジェクトは、都市部調査地区において高参加率を達成するために、夜間調査や他機

関の有力者の協力を仰ぐ等、相当な努力を積み重ねたものの、13 の都市部調査地区におけ

る平均参加率は 84.8％にとどまり、わずかに指標の目標値である 85％に届かなかった。こ

れは都市部と農村部の住民間における、生活スタイルや興味の違いに起因するものと考え

られた。 

 

（2）データ収集、集積、分析を含むデータ管理の質を向上させる（アウトプット 1） 

今回の有病率調査を通じ、フィールドや 2 カ所のラボから得られた膨大な量のデータは、

プロジェクトによって非常によく管理されてきており、次のような作業が進められている。 

① 5 種類の調査フォームを採用：世帯登録票、個別調査票、X 線登録票、疑感染者リ

スト、ラボ検査票 

② データ入力はコンピュータソフトである EpiInfo version 3.5 を活用し、世帯登録票以

外の各調査票について二重入力することにより実施し、それぞれの調査地区及び調査

票について、データベースを作成した〔（四つの調査票☓二重入力＋世帯登録票）☓62

調査地区＝558 ファイル〕。 

③ 入力完了後、それらを統合したデータベースを作成し、検知された誤りを調査票の

原本を元に、別の ID や年齢、または性別を用いて修正した。 

④ データ分析は進行中である。 
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暫定的な調査結果は「第 3 年次業務完了報告書」及び「第 2 次カンボジア国有病率調査

暫定結果 2011」に掲載されており、かつ「暫定結果普及ワークショップ」において発表済

みである。分析結果を含めた最終版は近々取りまとめを終えて発表される予定である。 

 

（3）ラボ検査及び胸部 X 線の読影技術の質を向上させる（アウトプット 1） 

以下に示すデータが、ラボ検査及び胸部 X 線の読影技術向上を示すと考えられる：調査

期間中、3 万 7,417 人の参加者中、3 万 7,221 人から胸部 X 線が撮影された。そのなかの

9.2％にあたる 3,409 人は X 線検査により喀痰検査の対象と判断された。最終的に結核感染

が疑われた 735 例のなかで、97.4％にあたる 716 人が X 線検査により喀痰の提出を求めら

れた。加えて、症状及び X 線検査結果により細菌検査の対象となった 4,780 人のうち、3.5％

にあたる 168 人だけが無応答、検体の喪失、もしくは汚染により培養検査が無効となり、

検査結果が揃わなかった。ちなみに培養検査における汚染率は 4.5％であり、リカバリー

率は 87.6％であった。 

 

（4）指標の向上等、定量的な結果の産出に尽力する（アウトプット 2） 

アウトプット 2 に対する指標のうち、2-4 以外についてはすべて定量的なものであり、

プロジェクトは各指標に対して定量的なデータを産出している。詳細については、以下に

示すアウトプット 2 についての指標 2-1 から 2-5 に対する実績を参照のこと。 

 

３－２－２ アウトプットの実績 

アウトプット 1：NTP に全国結核有病率調査に関するプロトコールの策定、実施、モニタリ

ング、分析、報告体制が整い、質の高い調査が実施される。 

以下に示す四つの指標に対する達成度は、1-1 から 1-3 については予期したとおり、もしく

はそれ以上（1-3）であり、1-4 についても近々達成されることが確実である。アウトプット 1

に対する指標は、活動がさらに進捗するプロジェクト終了時までにはすべて達成されるものと

期待できる。 

 

指標 1-1：有病率調査のプロトコールが WHO/海外機関によりレビューされ、保健省により

承認される。 

プロジェクトチームによって策定・編集されたプロトコールは、計画どおり WHO の国際審

理委員会によって審理され、保健省倫理委員会によって承認された。それゆえ本指標は達成さ

れたものと見なされる。 

 

指標 1-2：調査過程が外部国際パネルにより承認される。 

調査に係る問題点とその対策を検討する目的で、WHO カンボジア、米国疾病予防管理セン

ター（United States Centers for Disease Control and Prevention：US-CDC）タイ、及び結核予防会

から専門家を招いて調査手順の中間評価を実施した。専門家チームからは 5 項目の提言が示さ

れ、それに従い調査手順を修正し、それ以降の調査はその手順で実施された。修正された調査

手順は国際基準として適切なものであると WHO によって承認された。WHO は世界数カ国か
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ら結核対策従事者をカンボジアに招請し、結核対策に係る国際研修コースを実施しており、参

加者はそのコースを通して実際に調査の現場を訪問する機会を得た。以上の活動内容から、本

指標は達成されたと認められる。 

 

指標 1-3：調査参加率は 85％以上である。 

62 の調査地区における参加率の平均と標準偏差は 92.7％及び 7.3％であり、その 95％信頼区

間は 90.2～95.2％である。6 カ所の都市部調査地区において参加率が 85％を下回ったものの、

全体としては目標値である 85％を大きく上回っており、本指標は達成されたと考えられる。 

 

指標 1-4：有病率調査の結果・報告書が国際的に承認され、引用される。 

今回の暫定調査結果は、WHO からの代表団出席の下、「暫定調査結果普及ワークショップ」

において発表され、WHO は「この結果を WHO による統計に反映する」と明言した。最終的

な調査結果はまだまとめられていないが、近々分析・編集作業を終える予定であり、その後国

際会議の場において発表する予定である。それゆえ、本指標はプロジェクト終了時までに達成

される見込みである。 

 

アウトプット 2：NTP の質の高い細菌検査に関する診断ネットワークが強化される。 

現時点における以下五つの指標の達成度はほぼ期待以上であり、プロジェクト終了時までに

は活動がより進み高いレベルで達成されるものと予想される。 

 

指標 2-1：培養検査（固形培地）： 

- 汚染率は 2％から 5％である。 

- 塗抹陽性検体のリカバリー率は 85％以上である。 

全体の調査期間を通して、バッタンバンの結核ラボにおける汚染率は 3.8％、CENAT では

4.7％であり、総合的には 4.5％だった。リカバリー率（検体の適正な前処理及び細菌の生否査

定）については、97 検体の塗抹陽性サンプル中、85 検体（87.6％）が培養検査陽性であったこ

とから、リカバリー率は目標値である 85％を上回った。ゆえに本指標は達成されたと見なされ

る。 

 

指標 2-2：喀痰塗抹検査： 

- 外部精度評価（External Quality Assessment：EQA）による成績優良ラボの割合が 80％も

しくはそれ以上である。 

EQA を受けた結核ラボの割合は 2011 年第 2 期を除いてほぼ 100％であり、多くのラボがそ

の検査精度について外部機関による査定を受けた。2011 年第 4 四半期における成績優良ラボの

割合は 86％であり、指標の 80％を超えている。次のグラフ中の赤線は EQA による成績不良ラ

ボの割合を四半期ベースで示している。グラフに見られるとおり、成績不良ラボの割合は 2010

年第 1 四半期以来減少傾向にあったが、2011 年第 2 四半期より再び上昇に転じており、プロジェ

クトはその終了に向け、この原因について注意深く見守っていかなければならない。 
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指標 2-3：X 線撮影： 

- フェアレベルである X 線フィルムの割合は 85％以上である。 

撮影された X 線フィルムの質評価は 2 度にわたり（2010 年、2012 年）日本人専門家によっ

て実施された。その質は四つのレベル（優、良、可、不可）に評価分類された。そのうち、「優」

「良」もしくは「可」と分類されたフィルムを適正であると判断した。下表にその結果を示し

た。両年ともに適正と判断されたフィルムの割合は約 80％とほぼ同じであったが、「優」もし

くは「良」と判断されたフィルムの割合は 40.3％（2010 年）から 45.3％（2012 年）に上昇し

ており、「不可」レベルの割合（20％）が変化していないことから、フィルムの質の向上が示

唆される。 

 

レベル 
全国（23 県） モデル地区（Takeo & Kampong Thom） 

2010 2012 2010 2012 

優 5（3.0％） 

79.5％ 

10（6.4％） 

79.6％ 

0 

66.7％ 

3（17.6％） 

94.1％ 良 62（37.3％） 61（38.9％） 6（33.3％） 6（35.3％） 

可 65（39.2％） 54（34.4％） 6（33.3％） 7（41.2％） 

不可 34（20.5％） 20.5％ 32（20.4％） 20.4％ 6（33.3％） 33.3％ 1（5.9％） 5.9％ 

総計 166 100％ 157 100％ 18 100％ 17 100％ 

 

一方、X 線フィルムの質はモデル地域（タケオ及びカンポントム県）においては 66.7％（2010

年）から 94.1％（2012 年）へと大幅に改善された。モデル地区においては胸部 X 線に係る相

互啓発型活動（Peer Review Workshop）が四半期ごとに実施されてきており、プロジェクトに

よる精力的な活動や投入が X 線フィルムの質向上に有効であるという事実が示された。このよ
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うな活動を全国展開することができれば X 線フィルムの質向上が図れることに疑いはないが、

現在のプロジェクト体制では物理的に不可能であると推察される。また X 線フィルムの質は技

術ばかりではなく、機材の状態や現像用薬品類の質にも左右されるため、総合的な改善策を図

る必要がある。 

結論としては、指標値である 85％は達成されなかったものの、確実にその質の改善は図るこ

とができた。これまでの活動による正の効果や成果の発現が見込まれるとともに、X 線撮影関

係者の今後に向けた更なる努力が期待される。 

 

指標 2-4：X 線読影： 

- X 線読影に係るアセスメント及びフィードバック研修システムが整備される。 

下表にプロジェクトが実施した胸部 X 線に係る研修コースを示した。見てのとおり X 線フィ

ルム読影の質評価に係る研修は既に何度も時や場所、対象者を変えて実施されている。読影に

係る質評価は、胸部 X 線フィルムの症例をまとめたパネルセットを用いて、2009 年 2 月及び

2012 年 6 月の研修時と 2 度にわたり実施された。正確に診断されたフィルム（正常は正常、異

常は異常）の割合は、2009 年の 60.6％からわずかながら上昇がみられた（2012 年は 65.7％）。 

加えて、モデル地区においては四半期ベースで評価及びフィードバックを実施しており（相

互啓発型活動）、その重要性は中央レベルにおいても認識されている。それゆえ将来的な普及

を視野に入れ、現在ではモデル地区における胸部 X 線に係る活動をまとめる形で「胸部 X 線

診断ガイド」の編集を進めている。以上のような状況から、本指標はほぼ達成済みと判断され

た。 

 

日時 期間 コース名 参加者 

Feb 

‘09 
2 days 

Training on Quality Assessment of Chest Radiology for 

Technicians 
38 名 

Feb 

‘09 
2 days 

Training on Quality Assessment of Chest Radiology for Physicians 
34 名 

Mar 

‘10 
4 days 

Training on Quality Assessment of Chest Radiology for Provincial 

Supervisors 
26 名 

Jul 

‘10 
1 day 

Workshop for Improving the Quality of X-ray in Takeo and Kg. 

Thom 
59 名 

Sep 

‘10 
4 days 

X-ray Reading and Lab Training for Prevalence Survey 
36 名 

Jun 

‘12 
2 days 

Training on Quality Assessment of Chest Radiography（film 

taking） 
74 名 

Jun 

‘12 
2 days 

Training on Quality Assessment of Chest Radiography（film 

reading） 
82 名 
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指標 2-5：薬剤感受性試験（DST）： 

- SRL と CENAT ラボ間におけるパネルテスト（EQA）の成績で、イソニアジド（INH）

とリファンピシン（RFP）に対する感受性及び特異性がともに 95％以上である。 

3 名の検査技師がパネルテストを受け、SRL である結核研究所にそれぞれが結果を提出した。

そのうちの二人は液体培地（Mycobacteria Growth Indicator Tube：MGIT）を使って実施し、WHO

による基準を満たしたのでパネルテストに合格した。一方、残る一人の検査技師はプロジェク

トが支援してきた固形培地（Lowenstein-Jensen：LJ）を使ってテストに臨んだところ、テスト

で検査する 4 種の薬剤のうち、INH と RFP を含む 3 種については WHO の基準を満たしたもの

の、残る 1 種であるエタンブトール（EMB）について基準を満たさなかったため、パネルテス

トには合格しなかった（成績を下表に示す）。それゆえ本指標については達成したと認められ

たものの、不合格となった一人については、プロジェクト終了時までにもう 1 度テストにチャ

レンジし、合格証を得られるように努力してもらいたい。 

 

Drugs � INH 

（isoniazid） 

RIF 

（Rifampicin） 

STR 

（streptomycin） 

EMB 

（ethambutol） 

True Resistant 15 15 14 7 

False Resistant 0 0 0 0 

True Susceptible 15 15 16 16 

False Susceptible 0 0 0 7 

Sensitivity 100％ 100％ 100％ 50％ 

Specificity 100％ 100％ 100％ 100％ 

Predictive Value 

R 

100％ 100％ 100％ 100％ 

Predictive Value 

S 

100％ 100％ 100％ 70％ 

Efficiency 100％ 100％ 100％ 77％ 

Kappa coefficient 1.000 1.000 1.000 0.516 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：全国結核有病率調査を通じて、NTP の能力が強化される。 

総合的に勘案して、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに十分達成されると判断さ

れた。調査結果は、既に多くのさまざまな事実を明らかにしており、それらは現行及び新しい

結核対策戦略計画（2016～2020）の策定に確実に資するであろうと考えられる。プロジェクト

目標に係る二つの指標に対する成果を、上記結論に対する証拠として以下に記載する。 

 

指標 1）ストップ TB 戦略のすべてのコンポーネントに対して、質の高い活動ができる。 

ストップ TB（結核）戦略の六つのコンポーネントに対する進捗状況と、プロジェクト活動

を通じて各コンポーネントのどのような側面が強化されたのかを、インタビュー結果や国際会

議での発表実績等から総合的に判断して、指標 1）は達成されるであろうと考えられる。    
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（1）質の高い DOTS 拡大の推進 

HC-DOTS、Community-DOTS、官民連携（Private-Public Mix：PPM）-DOTS など多彩な

DOTS システムを構築し、患者発見の増加につなげてきた。抗結核薬の安定供給、喀痰塗

抹検査の EQA の実施、政治的コミットメントの継続、記録報告システムの整備など、着

実な前進を遂げている。また、小児結核、住民検診、刑務所等でのハイリスク者の検診な

ども積極的に実施している。2011 年現在、1,073 の公的医療機関〔国立病院 8 カ所、二次

病院（Referral Hospital：RH）74 カ所、HC 942 カ所、ヘルスポスト（HP）49 カ所〕で DOTS

が実施されており、年間 4万人を超える患者発見と 92％の高い治療成功率を維持している。 

調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が質の高い DOTSに貢献すると考え

られる。 

- さまざまな保健医療従事者や関係者を巻き込むような調整力が強化された。 

- DOTS を実施するうえで必要なコミュニケーション力（患者のインタビュー、喀痰サ

ンプルの収集、等）が改善された。 

- ロジスティクス面での組織力が鍛えられた。 

- 活動のモニタリングや検査結果の時宜を得たフィードバックが強化された。 

- 診断された患者の管理法が改善された。 

 

（2）TB/ヒト免疫不全ウイルス（HIV）、多剤耐性結核（MDR-TB）やその他問題への取り組み 

TB/HIV や MDR 対策が充実してきている。例えば現在では結核患者の 80％以上が HIV

検査を受けており、77 カ所の保健行政区（Operational Health District：OD）において TB/HIV

に対するサービスが提供できるようになっている。また MDR-TB を治療できるサイトは

11 カ所にのぼっている。加えて、NTP 下で把握される小児結核の患者数も増加してきてい

る。 

- 調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が弱者における結核対策に貢献す

ると考えられる。 

- 調査によって、結核を患う弱者グループの一つは高齢者であることが明らかにされた。 

- 検体の保存や、フィールドからラボへの輸送技術は、薬剤耐性結核の計画的な管理に

役立てることができる。 

- 積極的患者発見に必要な専門的及び運営・管理面での技術（例えば、インタビュー、

運営、協調、チームワーク、X 線、ラボ検査、等）を強化することができた。 

 

（3）保健医療体制の強化（HSS）への支援 

以下のような活動を通した保健医療体制の強化が実施されてきている。 

① 公衆衛生サービスに対する満足度と信頼の高まりをもたらす、質の高い結核診断及

び治療への備え 

② Community-DOTS による住民の保健活動や有病率調査への参画 

③ 他呼吸器疾患や傷病に応用可能な病院における X 線検査の質の向上 

④ 読影医師の能力強化による診断の適正化とそれによる患者の負担軽減 

調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が HSS に貢献すると考えられる。 

- 住民間における結核患者発見、X 線やラボ検査による診断、治療とフォローアップ、
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等のプロセスへ参加することにより、医療保健従事者にとって基本的な技術や知識が

強化された。 

- 調査に参画することによって、フィールドスタッフと保健ボランティアが、一次医療

に必要な地域保健状況を見通す目を養うことができた。 

- 異なるレベル間におけるネットワークが強化された。 

- ロジスティクス面での組織力が鍛えられた。 

- 活動のモニタリングや検査結果の時宜を得たフィードバックが強化された。 

 

（4）すべての保健医療従事者の参加推進 

2011 年時点で、38 カ所の OD に PPM が導入されてきており、患者の 2％が PPM によっ

て診断されている。加えて、国際標準の患者ケア（International Standard for TB Care：ISTC）

も推進されてきている。 

調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が、すべての保健医療従事者の参加

推進に貢献すると考えられる。 

- チーム内における調整力（チームワーク）が養われた。 

- フィールドでの活動を通して、保健ボランティアの能力が強化された。 

- さまざまな医療保健従事者（中央、県、OD、HC、等さまざまなレベルにおける医師、

検査技師、X 線技師、保健ボランティア、インタビューアー、等）が協調した。 

- 民間セクターばかりでなく、地域社会全体が協調して調査に参画した（PPM 手法）。 

- 民間病院から X 線技師がプロジェクトの実施した研修に参加した。 

 

（5）結核患者、コミュニティの権利の拡大（エンパワメント） 

Community-DOTS による住民のエンパワメントが、839 カ所の HC（89％）において 2010

年に実施された。またほかには、住民と協力した結核検診や、内務省と連携した刑務所で

の結核検診なども実施された。 

調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が、結核患者・コミュニティの権利

の拡大に貢献すると考えられる。 

- 調査現場における結核患者のスクリーニング、地域社会の参画、感染初期患者の発見

や適正な治療などが、地域住民に健康と結核についての意識を高めた。 

- フィールドでの活動を通して、保健ボランティアの能力が強化された。 

 

（6）結核研究の推進 

カンボジアにおける結核対策において、プロジェクトによる最大の貢献は第 2 次全国有

病率調査を実施したことであるが、プロジェクトはほかにも以下のような調査結果に基づ

くオペレーショナル・リサーチの実施を検討している。 

① 検診発見患者と DOTS による外来発見患者の特性比較研究 

② 外来患者における診断アルゴリズムの研究 

調査活動を通じて得られた以下のような技術や成果が、オペレーショナル・リサーチに

貢献すると考えられる。 

- プロジェクトを実施するための運営能力（時間管理、モニタリング、評価、データ管
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理、分析、等）が養われた。 

- 研究のデザイン、データ分析、診断技術、等に係るスタッフの技術力が強化された。 

- ある特定の活動（必要品や消耗品類の調達を含む）に対する準備能力が訓練された。 

- リーダーシップが醸成された。 

- グループ内におけるコミュニケーションや地域住民との協調性が深まった。 

 

指標 2）調査結果が反映された結核対策プログラムの活動が実施される。 

調査の暫定結果は、第 3 年次業務完了報告書及びワークショップにおいて発表されており、

現在調査結果の分析が進められている（詳細は付属資料 2. ミニッツの Annex 6 を参照のこと）。

最終的な結果及び現行の結核対策戦略の見直しについては、2012 年 8 月に開催される NTP 合

同レビュー会議において議論される予定である。調査結果の取りまとめと並行して、既に調査

後活動が始められており、現行の結核対策戦略の見直しはまだ議論中ではあるものの、調査結

果が 2013 年から 2020 年に向けた新戦略及び年間実施計画の更新に貢献することは確実である。

それゆえ現在の状況をかんがみるに、指標 2）はプロジェクト終了時までに達成されるものと

期待できる。 

以下の四つの活動が、PDM に記載されている調査後活動である。 

1-11 調査結果に基づいて CENAT の結核監視能力が評価・強化される。 

1-12 調査結果に基づいて結核対策戦略が見直し・改定される。 

2-3 調査結果及びプロジェクトの経験に基づき研修計画及びモジュールの内容を見直す。 

2-4 調査で明らかにされた課題を解決するためにオペレーショナル・リサーチを計画、実施

する。 

活動 1-11 については、暫定調査結果の分析を通して既に実施されている。 

活動 1-12 については、2012 年 3 月に開催された年次総会において議論され、次に 8 月の合

同レビュー会議において検討される予定である。見直し・改定案については調査暫定結果報告

書の一部として掲載済みである。カンボジア側は今回の調査結果を非常に重要視しており、か

つ WHO も支持を表明している。それゆえその結果が新しい結核戦略に反映されることは確実

である。 

活動 2-3 については、研修の質の標準化を図るため、塗抹検査、培養検査、DST についてラ

ボの研修モジュールを作成中である。 

活動 2-4 については、調査結果に基づいた以下のオペレーショナル・リサーチが、カンボジ

アにおける今後の結核対策にとって有益であると考えられる。 

① 通常の NTP 活動における結核患者と、全国調査によって見つかった患者との比較研究 

② 胸部 X 線検査を積極的に活用した新しい診断アルゴリズムに関する検討 

これらの活動（1-12、2-3、2-4）は調査結果の取りまとめと並行して進行中であり、プロジェ

クト終了時までには何らかの形になると考えられる。加えて繰り返すが、現行の結核対策戦略

の改定についてはまだ検討中であるものの、調査結果が 2013 年から 2020 年に向けた新しい戦

略への更新に反映されることは疑いの余地がない。 
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３－３ 実施プロセスの検証 

３－３－１ 効果発現に貢献した要因 

（1）プロジェクトによる技術支援 

プロジェクトは同じ専門家を繰り返し派遣したが、このことが C/P の技術習得過程にお

いてポジティブなフォローアップ効果を発現した。C/P が同じ専門家から技術指導を一定

の間隔を置いて繰り返し受けることにより、専門家は C/P の弱点に気がつくことができ、

また C/P は習得した技術の不確かな部分を再確認する機会を得ることができた。16 名の

C/P に対する聞き取り調査で、全員がプロジェクトによる技術移転は非常に満足のいくも

のであり、自分の技術について自信がついたと回答している。さらに、専門家派遣のタイ

ミングも現場のニーズに合致し、技術指導の効率をより高める結果になったと考えられる。 

 

（2）プロジェクトマネジメント 

JICA は 1999 年以来 CENAT において技術協力プロジェクトを継続しており、多くの C/P

が長期間にわたって JICA チームとともに働いてきたため、JICA プロジェクトのマネジメ

ントに精通している。2002 年に実施された第 1 次有病率調査を経験している何人かの C/P

は現在でも CENAT で勤務しており、今回の調査では主導的な役割を果たしている。聞き

取り調査を実施した 16 名の C/P 中 6 名が、プロジェクトを通して習得した最も有益な技

術としてマネジメント技術を挙げており、このことはプロジェクトがカンボジア人 C/P と

ともに適切に運営されたことを示している。調査実施のために組織的な運営システムが構

築され、活動の実施プロセス改善に貢献した。さらに、NTP 及びその下部組織は定期的に

運営会議を開いており、それに専門家が参加することによって意見交換や活動のモニタリ

ング、意思決定の場として機能してきた。専門家と C/P は良好な関係を築き上げてきてお

り、両者間のコミュニケーションは際立ったものとなっている。 

 

（3）他支援機関とのパートナーシップ 

JICA や WHO、USAID などの援助機関は CENAT のパートナーであり、これらの機関す

べてが結集して NTP を構成している。それぞれの機関は各々の援助方針や得意分野がある

ものの良好な関係を築いており、CENAT の主導の下、技術的なワーキンググループ会合

を定期的に開催し、カンボジアにおける結核対策のために効果的に補完する活動を展開し

ている。例えば、JICA は有病率調査を主導する一方で、GF はその予算の一部を負担し、

技術面では WHO が共同で支援を実施した。おそらく、これら個々の努力が総合的に調査

を成功へ導いたと考えられ、NTP という傘下における援助協調は、非常に実り多いもので

あった。 

 

３－３－２ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの実施プロセスにおいて特に大きな阻害要因は認められなかった。普通、大規

模な調査を実施する場合、天候などの不安定な外部要因がその運営に影響するものであるが、

今回の調査ではあらかじめそういった要因の影響を予期したうえで調査を組み立てていたた

め、結果として何の問題も生じることはなかった。 
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第４章第４章第４章第４章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

４－１ 妥当性 

カンボジアの開発政策や対象地域のニーズ、そして日本の援助方針との整合性から、プロジェ

クトの妥当性は「非常に高い」と判断された。 

    

（1）カンボジアの開発政策や対象地域のニーズとの整合性 

カンボジアは、結核の患者数が人口 10 万人当たり 664 人（2009 年推計）とアジア地域で

最悪の状況にあり、世界的に早急な対策が必要な結核高蔓延国 22 カ国の一つに位置づけら

れている。さらに、カンボジアの長期的開発目標を示すカンボジアミレニアム開発目標

（CMDG）では、エイズ、マラリアなどと並んで結核が感染症対策の重要課題とされ、その

指標として、有病率、死亡率、患者発見率、治癒率にそれぞれ数値目標が掲げられている。

また、カンボジアの保健戦略計画を示す“Health Sector Strategic Plan（HSSP）2008-2015”で

は、周産期母子医療、感染症疾患、非感染症疾患を三つの上位目標（HSSP Goals）として設

定しており、感染症疾患における結核では CMDG と同じ指標が掲げられている。カンボジ

アの保健戦略の中の特に結核対策を示すものに“National Health Policies and Strategies for 

Tuberculosis Control in the Kingdom of Cambodia（2011-2015）”及び“National Health Strategic 

Plan for Tuberculosis Control in the Kingdom of Cambodia 2011-2015”があり、NTP 重要戦略の

一つとして第 2 次有病率調査の実施及び、その結果に基づいた次期 5 カ年計画への改訂が明

記されている。その調査の結果や研究の成果は、近々国際的に発表される予定である。結論

として、プロジェクト目標はカンボジア国民のニーズに一致し、かつカンボジア政策との整

合性が非常に高いと認められた。 

 

（2）日本の援助方針との整合性 

2012 年に改訂されているが、2002 年にまとめられた日本政府の対カンボジア援助方針に

よると、日本はカンボジア支援において社会的弱者支援を重点分野とし、そのなかの保健セ

クターのなかで結核対策は母子保健、拡大予防接種事業、HIV/エイズ対策に並ぶ優先課題と

されている。さらに、MDGs 成のために策定された新日本国際保健政策では、エイズ、結核、

マラリア対策を支援しており、カンボジアは JICA の「結核対策」課題別指針の中で重点国

の一つと位置づけられている。それゆえカンボジアにおける結核対策支援は、日本の援助方

針とも整合性があると判断された。 

 

（3）地球規模課題との整合性 

結核、HIV/エイズ、マラリアなどといった感染症対策は MDGs の八つの目標の一つとして

掲げられており、世界的にも持続可能な発展のための重要課題とされている。それゆえカン

ボジアが 2002 年と 2011 年の 2 度にわたる有病率調査の結果を、比較可能な科学的データと

して国際的に提供できることは MDGs 達成に向けて非常に有意義な成果といえる。そのよう

な世界的潮流のなかで、有病率調査が世界各地において進められており、カンボジアにおい

て培われた経験が活用されているという事実は、プロジェクトの実施が世界的な結核政策に

貢献し、かつ整合性が高いものであることを証明している。    
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（4）日本の援助の優位性 

プロジェクトの実施プロセスにおいて、以下の 2 点で日本の優位性が認められた。 

① 日本は、長年にわたる集団検診の実施やカンボジアにおける前プロジェクトを通し、

結核対策における X 線による診断の重要性を認識しており、他の援助機関に先駆けて本

プロジェクトにおいて X 線診断技術を一つのコンポーネントとして取り入れ、技術の改

善に取り組んだ。 

② 本プロジェクトにおいて移転された診断技術は、基本的かつ信頼性の高い検査であり、

カンボジア国内において必要な試薬品類を容易に安価に調達できるため、持続性が確保

されている。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は「高い」と認められた。 

プロジェクト目標に対する指標のうち、ごく一部に達成されていない成果が認められたものの、

プロジェクト終了時までには達成され得ると推測された（詳細については前章３－２－３を参照

のこと）。プロジェクト目標の指標 2）の論理性は適切であるものの、その指標は有病率調査結果

に基づく活動に係る目標であり、調査結果を活動に反映させるためには相当な時間的猶予が必要

となるのは明白である。調査が終了したばかりである現状をかんがみると、今後に向けたプロジェ

クト活動のなかで取り組まれることが期待される。 

アウトプット 1 は第 2 次有病率調査の実施に係る成果であり、一方アウトプット 2 は診断ネッ

トワークの構築に係る活動に焦点を当てている。アウトプット 1 及びアウトプット 2 の双方が達

成されることにより、有病率調査が成功し NTP の能力が強化されプロジェクト目標が達成される

わけであるから、PDM の論理性は適切であったと考えられる。 

また、プロジェクト活動を阻害する要因は特に認められなかった。有病率調査の適切なデザイ

ンと計画が、調査を成功に導く最も重要な要因であったと認められる。加えて、長年にわたる協

力活動を通じて培われたカンボジア及び日本両サイドの強いパートナーシップが、プロジェクト

の実施に大きく作用し、小規模な予算にもかかわらず多くの有意義な成果を生み出すことに成功

したと考察された。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は「高い」。 

アウトプットに係る指標の達成状況については、1-1、1-2、1-3、2-1、2-2 及び 2-4 が達成済み

であり、1-4 及び 2-5 はプロジェクト終了までに達成が見込まれる、そして 2-3 については達成さ

れなかったという結果である。活動の遅れは特に認められなかったが、達成されなかった指標 2-3

について、モデル地区においては達成されており、モデル地区で実施したような活動を全国に展

開することで達成できた可能性は否定できない。しかしながら、それはプロジェクトのキャパシ

ティを超えており非現実的であると思われる。 

プロジェクトによる供与機材は、ポータブル X 線撮影装置やフィルム現像機、インキュベータ

ーなど、基本的で使用頻度の高いもので占められており、調査で活用され診断でも常用されてい

る。また、プロジェクトは同じ専門家を繰り返し派遣しているが、このことが C/P の技術習得過

程においてポジティブなフォローアップ効果を発現した。加えてプロジェクトの C/P 5 名が日本
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における集団研修コースに参加しており、有病率調査において積極的に役割を果たしたことは、

正の相乗効果であったと見なされた。 

カンボジアにおける結核対策プロジェクトは本件がフェーズ 3 にあたる。フェーズ 1 からその

後、予算規模は縮小の一途をたどっており、本案件の予算はフェーズ 1 プロジェクトの半分以下

となっている。しかしながら活動内容としては、フェーズ 1 と同様に全国有病率調査を実施して

おり、結核対策能力強化の点についてもより大きな成果を上げているといっても過言ではない。

またカンボジア側は GF 及び USAID から調査予算の一部負担を引き出しており、それによって日

本側の負担を約 30％節約することができた。本プロジェクトの成果が、結核患者にもたらす経済

的精神的な負担減は計り知れず、その観点からも本プロジェクトの目標達成による利益は、投入

コストを大きく上回るものであったと推察される。 

さらに、プロジェクトはモデル地区外においてもプロジェクトの成果を拡大させる取り組みを

進めてきている。例えば、調査期間中に 50 カ所の調査地区から 99 名の臨床医を招き、X 線読影

に係る現場研修（On-the-Job Training：OJT）をフィールドにおいて実施している。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは「非常に高い（大きい）」と見なされた。 

 

４－４－１ 上位目標達成の見込み 

上位目標：結核による死亡数及び患者数が減少する。 

上位目標は近い将来に達成されると見込まれる。 

 

指標 1）結核の有病率及び死亡率が 2015 年までに半減する（1990 年と比較）。 

下表に、1990 年と比較した 2010 年時における有病率と死亡率に係る減少率を示した。JICA

による協力に加え、WHO や USAID からの支援もあり、死亡率は既に目標値を上回る 60％の減

少を記録しており、有病率では目標である 50％をわずかに下回る 47.5％を達成している。ゆえ

に、指標 1）は NTP による結核対策を通じ、2015 年までには満足のいくレベルで確実に達成さ

れるであろうと考えられる。 

 

率* 1990 2010 減少数 減少率 

有病率 1,258 660 598 598/1258☓100＝47.5％ 

死亡率 153 61 92 92/153☓100＝60.1％ 

* 人口 10 万人当たりの数 

 

指標 2）結核罹患率及び死亡率の減少傾向が維持される。 

1990 年における罹患率は 574 であり 2010 年には 473 まで 17.6％減少している。死亡率につ

いては上表に示したとおり、60％の減少を記録している。それゆえ、現在の NTP による活動を

維持・継続することにより、指標 2）は達成されるであろうと推測された。 

上位目標の指標に係るデータは、カンボジアにおける結核に係る正確な現況を映し出す有病

率調査の結果から効率的に導き出されたものであり、それゆえプロジェクト目標から上位目標
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への因果関係が認められた。 

 

４－４－２ 上位目標以外のインパクト 

プロジェクトが実施した有病率調査は、上位目標の達成に貢献したばかりでなく、プロジェ

クト活動の範囲を超えて予期しない正のインパクトをもたらした。それは第一に、8 年という

期間をおいて実施された 2 回にわたる調査である。有病率調査が結核対策においてその効果を

測定するための有益な手段となることを、プロジェクトが明確に証明したといえる。WHO の

結核による影響の査定チーム（WHO Global Task Force on TB Impact Measurement）はカンボジ

アにおける調査の価値を非常に高く評価している（付属資料 2. ミニッツの Annex 7 を参照の

こと）。第二に、ジュネーブにおける WHO の技術会議などを通して、カンボジアにおける経験

をラオスやエチオピアといった他の第三国と共有したことにより、プロジェクトが国際的な

南々協力関係を促進したことである。 

 

４－５ 持続性 

４－５－１ 政策面 

政策面におけるプロジェクトの持続性は「高い」。 

CMDG から HSSP までの政策が、一貫して整合的な結核対策を鮮明に打ち出しており、カン

ボジア政府の結核対策へのコミットメントは強固である。また、カンボジアの 2016～2020 年

国家結核対策戦略が、今回の有病率調査結果に基づいて策定されると考えられることから、結

核対策に対する政策支援が今後も継続されることについて疑いの余地はない。それゆえ、カン

ボジアにおける結核対策の持続性は、政策によって保証されている。 

 

４－５－２ 組織面 

組織面におけるプロジェクトの持続性は「高い」。 

CENAT は、JICA を含む国際援助機関の支援の下 NTP 活動を長年にわたり主導してきており、

その組織体制は十分に醸成されている。C/P の配置は十分とはいえず、人員不足は否めない。

しかしながら異動は少なく、プロジェクト C/P の多くは前プロジェクトから JICA にかかわり

をもっており結核対策に通じている。プロジェクト活動に対して、カンボジア側 C/P は積極的

なかかわりをみせており、特に有病率調査については、2002 年実施時にすべてのフィールド活

動を専門家とともに実施したのに対し、今回は専門家の関与は限定的となり、C/P が主体となっ

て実施された。そのことは C/P にとっても自信につながっており、プロジェクトや調査のマネ

ジメント面における能力の強化につながっている。また今回の有病率調査を通して、関係する

NTP の結核ラボ間に良好な協調・協同関係が構築され、近い将来 NTP の活動が大きく進展す

るものと考えられる。 

 

４－５－３ 財政面 

財政面におけるプロジェクトの持続性は「不確実」である。 

NTP の予算については、その 3～4 割を GF7、USAID が 5％、カンボジア政府が１割、そし

て JICA がその残りを負担するという支出状況にある。つまり NTP はその予算の 9 割をドナー

に依存しており、この状況が近い将来改善されるとは到底考えられない。GF7 では予算削減が
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生じており、かつ GF11 はキャンセルになった。このままでは 2014 年に予算が立ち行かなくな

ることは明白であり、CENAT は現行及び新たな開発パートナー〔韓国国際協力団（KOICA）、

オーストラリア国際開発庁（AusAID）等〕に対するロビー活動に力を入れている状況にある。

感染症はいったんそのコントロール対策を中止すると再燃することが知られており、結核対策

に係る活動を維持するための予算を確保することが非常に重要である。 

 

４－５－４ 技術面 

技術面におけるプロジェクトの持続性は「特定分野以外は十分なレベル」である。 

技術的なフォローアップや、OJT を取り入れた EQA の実施などは、技術的な質の向上に大

きな役割を果たした。プロジェクトは、培った技術が将来的にいつでも利用できるよう、さま

ざまなプロトコールやガイドライン等、今回の調査過程の記録をすべてドキュメントとして残

す作業を進めており、これは次回に向けた基盤づくりとなるだろう。カンボジア人 C/P やプロ

ジェクトにかかわったスタッフの能力は、結核診断に係る技術ばかりでなくプロジェクト活動

の実施を通したマネジメント技術においても大きく向上した。C/P に対する聞き取り調査では、

多くの C/P が「自分の技術に自信がもてるようになった」と答えているが、しかし同時に「今

後とも定期的な技術研修（フォローアップや新技術等）や技術的な支援」は必要だと回答して

いる。おそらくそのような技術的サポートは、WHO など他の協力機関によっても提供される

と考えられる。 

今回の有病率調査の結果は、環境の変化等に起因すると考えられる DOTS 戦略の限界を露呈

しており、今後の結核対策には X 線診断の活用や積極的患者発見が効果的であると示唆するも

のであった。それゆえ、オペレーショナル・リサーチ（OR）などの適切な取り組みが期待され

るところであり、この点において日本の長期間にわたる経験が貢献できるだろうと考える。

CENAT には、独自に OR を実施するための技術が培われていると考えられるものの、その計

画・立案を確実に実施できるかについては不安が残る。その意味においても、新しい課題への

対応やプロジェクトによって移転された技術の定着を図るために、更なる支援が必要であろう。 

 

４－６ 結 論 

第 2 回の結核有病率調査が世界標準に従って成功裏に実施された結果、結核有病率の明らかな

減少がみられ、DOTS 戦略による対策の効果が確認された。これはカンボジアにとってだけでな

く、世界的な結核対策の今後に大きく貢献すると見込まれる結果である。 

その一方でカンボジアは、世界的に早急な対策を必要とする結核高蔓延国 22 カ国中、依然と

して 2 番目に高い有病率を維持しており、引き続き結核対策を優先課題として予算を確保し、取

り組んでいく必要がある。あわせて、今回の調査により高齢者や不顕性感染者結核への対策の必

要性が明らかになったが、それは世界でもまだ新しい領域の対策であり、具体化のためのオペレ

ーショナル・リサーチや、その課題に対応するための技術の習得・普及が必要である。 

調査の準備、実行、結果分析などのさまざまな過程を通じ、調査の実施のみではなく、CENAT 

C/P の能力強化につながったことが確認されており、プロジェクト目標は達成されると判断する。 
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第５章第５章第５章第５章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ 提 言 

（1）プロジェクトへの提言 

・プロジェクトは、有病率調査のファイナルレポート、オペレーショナル・リサーチ・レポ

ート、検査に関するトレーニング・モジュールをプロジェクト期間内に完成させる。また

モデル地区での X 線研修に関する内容を取りまとめる。 

・プロジェクトは、プロジェクト期間内に有病率調査の結果を国際会議で発表する。 

・プロジェクトは、プロジェクト期間内に検査室の C/P が DST のパネルテストに合格するよ

う支援する。 

 

（2）カンボジア側への提言 

・NTP は、政策に有病率調査の結果を反映させる。 

・NTP は、高齢者や軽症状患者への結核対策など、新たな課題を政策へ反映させるためにオ

ペレーショナル・リサーチを実施する。 

・NTP は、質の高いオペレーショナル・リサーチ実施のために人材を育成する。 

・NTP は、政策決定者や開発パートナーに対し、結核対策の予算確保のためのアドボカシー

を行う。 

 

５－２ 教 訓 

・有病率調査のようなスケールの大きい調査の実施は、科学的なエビデンスを実証するだけで

なく、C/P の能力強化に貢献する。 

・有病率調査のようなスケールの大きい調査は、開発パートナーと連携し、適切なタイミング

で必要なコンポーネントを投入することが成功の鍵となる。 

・今回の有病率調査の結果は、途上国におけるこれまでの結核診断（喀痰検査中心の診断）で

は限界があり、新たな課題として見つかった高齢者や軽症状患者の結核診断には、X 線によ

る診断が必要であることが分かった。また、X 線診断は、これまで日本で実施されてきた手

法であり、日本の経験が今後の途上国における結核対策に役立つことが分かった。 

・有病率調査を実施する技術協力プロジェクトにおいて、適切な評価ができるよう、プロジェ

クトの目標設定や指標設定には工夫が必要である。 
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第６章第６章第６章第６章    団員所感及び評価総括団員所感及び評価総括団員所感及び評価総括団員所感及び評価総括 

    

６－１ 結核対策団員所感 

６－１－１ 有病率調査 

プロジェクトによる技術支援の主な部分（企画・運営・集計・解析）の支援に加え、GF・

USAID 等との資金面その他の協調の下、調査が成功裏に実施された。結果は、8 年前の初回有

病率調査と比較し有意に有病率減少が認められ、これまでの JICA による DOTS 支援の有用性

が明確に示された。しかしながらカンボジアの結核蔓延度合いは依然として高く、今後の更な

る結核対策強化が必要である。また無症状結核患者や高齢者の結核等、これまで途上国での結

核対策であまり認識されてこなかった、新しい領域への対策強化の必要性が改めて確認された。 

 

６－１－２ 結核対策能力向上 

有病率調査では調査対象住民へのアプローチに始まり、問診、検査、診断、集計、患者の治

療等の一連の作業が、企画どおりに迅速かつ適切に運営されることが求められる。また不測の

事態への対応を含んだ高度のロジスティクスが不可欠である。これらは日常結核対策業務にも

直接役に立つ能力であり、本有病率調査を通じて当事者の能力向上に大いに貢献したものと考

えられる。 

 

６－１－３ 世界の結核対策への貢献 

質の高い結核有病率調査を 8 年の間隔を経て 2 回実施した国は世界でカンボジアが初めてで

あり、これにより結核の負担が軽減したことが明らかとなった。この知見は 2015 年の MDGs

達成を判断するうえで極めて重要である。また WHO をはじめとし世界から調査の実施運営が

評価されており、世界の結核有病率調査方法の規範づくりに大いに貢献した。 

 

６－１－４ 将来展望 

本プロジェクトは、カンボジアの結核対策におけるさまざまな発見と課題を明らかにした。

まずこれまで世界の結核対策の中心であった「長引く咳」を主体とする有症状者の喀痰検査に

よる患者発見の限界が明らかになった。これに対しては喀痰培養検査に加え、胸部レントゲン

検査の重要性がプロジェクトにより示された。プロジェクトがレントゲン検査の質の向上に努

力した点は、この点大いに評価できることであるが、3 年間のプロジェクトでカンボジア側に

根づいたとは残念ながら言い難い。 

さらに初回の調査同様、カンボジアという途上国であっても、日本のような先進国と同様、

高齢者の間に結核患者が蔓延していることが確認された。アジアの近隣国でも同様な知見が得

られており、また WHO による推定結核患者数をはるかに上回る結核患者が地域住民の間に存

在することが明らかとなった。 

WHO の結核対策は 1993 年に始まる「DOTS 戦略」、現在の「ストップ TB 戦略」を通じ、結

核患者の「確実な治療」から、より多くの「患者発見」に次第に重点が移ってきた。今後は途

上国においても、診断の難しい無症状結核患者や、医療に恵まれない社会的貧困層、さらに老

人、及び糖尿病等の合併症を有する結核患者への対応、及び横断的な領域の医療システム強化

がますます重要になってくるであろう。そのためのレントゲンを含めた、より感度の高い結核
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診断技術の途上国への普及と適切な運用は、世界の結核対策における今後の課題である。レン

トゲン診断技術と運営、及び糖尿病等の合併症を有する高齢者の結核対策の経験は、日本の十

八番とするところであり、今後の世界の結核対策への貢献の可能性が大いに考えられる。 

 

６－２ 団長総括 

JICA は、50 年にわたり結核対策分野の人材育成の本邦研修を行うとともに、長年にわたり幾

つかの国で関係者と信頼関係を築きつつ地道な結核対策支援を行ってきた。カンボジアでは、

1999 年以降、技術協力、無償資金協力を通じた継続的な協力を行ってきたが、それが着実に実を

結んでいることを有病率調査の結果により客観的に確認できたことは、カンボジアにとっても、

わが国にとっても大変意義が深いことである。カンボジアでの結核対策の協力は、日本が行って

きた世界での結核対策のなかでのみならず、保健分野の協力のなかでも成功事例として国内外に

積極的にアピールしていくに値する協力であり、省庁や日本ストップ結核パートナーシップ等と

も連携し、広報をしていきたい。それにあたり、協力の総括を文章に残すことも重要であり、外

務省が 2012 年度予定しているカンボジアの過去 10 年間の保健・医療セクター評価、2013 年度事

務所が検討している 20 年の保健セクター事業レビューのなかで実施できれば、MDGs 達成年に

向けたアピールとして時宜を得たものとなると考える。 

前述のことを裏づけるように、本調査の期間中、CENAT、保健省、WHO 本部、WHO 現地事務

所、GF 担当者等多くの関係者から、これまでの日本・JICA による、政府を通じた協力のあり方

を含めた、協力への感謝の意が終始述べられた。これまで尽力してこられた結核予防会関係者に

敬意を表したい。 

カンボジアの結核については MDGs 達成が確実と見込まれているが、達成目標年を目前に日本

の協力が完全に途切れ存在感が消えることは、これまでの功績を薄めるものとなり非常に残念な

ことである。プロジェクト終了後も現地ベースでこれまで構築してきた CENAT との緊密な関係

が維持されるよう、フォローやコンタクトを意識的に継続していただくとともに、小規模でも、

これまでの協力の集大成として、調査結果や現フェーズでの協力成果を戦略に反映したり、オペ

レーションに盛り込んだりするためのフォローとなる協力を、多様なスキームを組み合わせて行っ

ていくことを強く期待する。 

CENAT 所長の非常に強いリーダーシップは目を見張るものであった。しかし、それだけでな

く、今回の調査で、CENAT のスタッフに大きな人員異動がなく定着しており、CENAT のマネジャ

ークラスの人材が第 1 回有病率調査の経験を踏まえ、リーダーシップとチームワークを発揮した

ことが、インタビューでの C/P の発言を通じ実感された。また、有病率調査の一つ一つのオペレ

ーションが、NTP の運営に必要なさまざまなマネジメントのレビューの機会ともなり、能力を高

める機会となっていた。有病率調査の実施の技術協力プロジェクトとして開始する際、役務提供

にとどまるような印象とならないよう、診断ネットワークの強化を活動に組み入れ、プロジェク

ト目標も能力強化を前に押し出したプロジェクトデザインとされたと聞いているが、ねらいのと

おり能力強化につながる協力であった。一方、プロジェクトの目標設定については、指標の設定

に工夫を要するプロジェクトとなり、調査団としてはどのように評価をするか、評価結果を表現

するか悩ましい側面があった。 
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